
企業情報成長を支える経営基盤CFOメッセージトップメッセージソフトバンクグループとは目次 成長アセット 財務セクション

サステナビリティビジョン「考えるのは、300年後の人と地球」

ソフトバンクグループのサステナビリティ

情報革命で人々を幸せに。その言葉には、300年後の未来、何世代も先の人々まで幸せにしつづける、という私たちの決意が込められています。

人と地球が、いつまでも共存できる世界をつくっていくために。私たちソフトバンクグループは、持続可能な社会の実現に向けて、情報革命をリードする企業としての責任を果たしていきます。

ソフトバンクグループは、株主、債権者、顧

客、取引先、従業員、地域社会などのステー

クホルダーの期待に真摯に向き合い、持続的

な社会の実現に貢献するために、当社のサス

テナビリティに関する指針として「ソフトバン

クグループサステナビリティ基本方針」を定め

ています。本方針に基づき、グループ各社の

事業特性や社会の要請に応じてサステナビリ

ティに関する重要課題（マテリアリティ）を特定

しています。

基本方針

ソフトバンクグループの経営理念は、情報革命を通じて人類と社会

へ貢献する未来を描くことです。現在、情報革命の中心はAIへと移行

し、その進化と社会実装が、社会・環境課題の解決にも貢献できると

確信しています。例えば、フィジカルAIの導入は、現場業務の効率化

や生産性向上だけでなく、長期間を要する高度な技術承継や労働力

不足といった社会課題を解決する可能性があります。また、AIモデル

を医療分野に活用し、一人ひとりにあった予防・医療を提供することで、

人々の健康や生活の質の向上が期待されています。

私たちは、こうしたAIの高度化の基盤となるASI時代のプラットフォー

ムに投資を進めています。AIモデルやフィジカルAIだけではなく、AIチッ

プ、データセンターや電力基盤といったAIインフラの構築なども重要

です。AIの高度化を支える基盤への投資を通じ、社会の進化と新たな

価値創造に貢献していきたいと考えています。

一方、AIの高度化には、データセンターにおける電力消費の増加と

いう課題があります。AIの処理能力を高めながら消費電力を抑える、

高効率なAIチップの開発・活用が重要であり、さらに従来型データセ

ンターに比べて冷却に大量の水を使用するため、水資源をはじめとす

る環境などへの影響課題も解決していく必要があります。また、AIの

活用にあたっては、高い倫理性や適切なガバナンスも求められます。

AIの高度化がもたらす機会を最大化しながら、環境負荷や社会的リス

クを適切に管理し、持続可能性との両立を図ることが重要です。ソフ

トバンクグループは、こうしたリスクを適切に評価し、投資実行時のみ

ならず、投資後もモニタリングを確実に実行することで、投資活動を通

じた持続的な価値創造につなげていきます。

私はCSusOとして、このような将来の成長機会とリスクの両面を見

据えながら、サステナビリティ視点を事業に結び付けることが「実のあ

る取り組み」であると考えています。そのような取り組みや成果を、投

資家をはじめとするステークホルダーの皆様に正確かつ透明性高くお

伝えする「信頼される開示」も私の重要な使命です。2027年３月期の

有価証券報告書におけるSSBJ基準*1への対応についても、グループ

各社と連携して着実に準備を進めています。

私たちは、情報革命によって社会が進化し、その先にある人々の幸

せに貢献することこそがソフトバンクグループのサステナビリティと考え、

ASI時代を見据えた未来への投資と責任ある事業活動を両立しながら、

持続可能な社会の実現に貢献してまいります。

ASI時代を見据えたプラットフォームへの投資を通じて、人々の幸せに貢献

チーフ・サステナビリティ・オフィサー（CSusO）メッセージ

君和田 和子
常務執行役員
CAO 兼 CSusO 経理統括

*1 サステナビリティ基準委員会（Sustainability Standards Board of Japan）が公表する、日本に
おけるサステナビリティ開示基準
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ASIプラットフォームのサステナビリティ

ソフトバンクグループのサステナビリティ

ソフトバンクグループは、ASI時代に向けた重要プラットフォームを進化させていくにあたって、環境・社会との両立を図り、持続可能な世界を追求していきます。

直面する課題 技術による貢献

AIモデル

AIチップ

人々がAIの利便性を安全に享受するためには、知識や
情報、サービスへのアクセス格差を低減し、AIモデルが安
全性や倫理性に配慮した推論・判断を行えるように高度化
することが求められます。

AIの高度化に伴い、データ処理量が増大するにつれて、
計算需要がますます拡大しています。AIを持続可能な形
で発展させるには、増大する計算需要に対応しながら、電
力消費など環境負荷の増加を抑えることが重要です。

テキストや画像などのデータを横断的に理解し、高度な
推論を通じて、倫理的なリスクを回避しながら、環境、教育、
医療など多様な分野で、誰もが安全なAIの恩恵を享受で
きる基盤構築を進めていきます。

AIチップがアクセラレーターやメモリ・システム間の高い
処理能力を実現すると同時に、電力や設備などの限りある
資源を有効活用することで、AIの大規模運用においても、
高効率かつ安定的な基盤の拡大を支えます。

フィジカルAI

産業現場や社会インフラでは、安全性の確保や生産性
の向上、人手不足への対応などが重要な課題となってい
ます。人々が安心して協働できる仕組みを構築し、持続可
能な形で技術導入を進めることが重要です。 

推認・行動するフィジカルAIの進展は、現場での認識・
判断・行動をさらに高度化させ、人々の危険作業の軽減や
生産性の向上、労働力不足の解消などを支え、人とテクノ
ロジーの協働を促進します。

AIインフラ
AI活用の拡大に伴い、データセンターや電力などのイ

ンフラ需要は増大しています。AIを持続可能な形で発展
させるためには、安定的な供給能力の確保と増加する電
力消費などの抑制との両立が必要です。

高効率な計算基盤と電力基盤を一体で拡張させながら、
環境負荷増大を抑制し、低減までを見据えた大規模かつ
安定的なAIインフラは、ASI時代の実現に向けたAIプラッ
トフォームの基盤となります。
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サステナビリティに関するガバナンス サステナビリティに関するリスク管理

ソフトバンクグループは、取締役会において、グループ全体のサステナビリティ推進の責任者

として、チーフ・サステナビリティ・オフィサー（CSusO）を任命するとともに、当社グループのサス

テナビリティに関する活動を推進するため、サステナビリティビジョン・基本方針などの全体方針、

サステナビリティに関する課題・目標設定・情報開示方針などの個別活動方針およびサステナ 

ビリティ推進体制・運営方針などを継続的に議論するサステナビリティ委員会を設置しています。

同委員会は、CSusOである常務執行役員 君和田 和子を委員長、取締役 専務執行役員 後藤 

芳光、法務統括 玉田 豊、リスク管理室長 市村 清および人事部長 櫻井 康晴の4名を委員とし

て構成されており、その議論内容はCSusOが取締役会に報告し、監督を受けています。

ソフトバンクグループでは、リスク管理室が「リスク管理ポリシー」に基づき、グループ全体のリ

スクを統合的に管理しています。そのうちサステナビリティに関するリスクは、CSusOの下、サス

テナビリティ部がソフトバンクグループの各部門やグループ会社から報告を受けて把握するとと

もに、サステナビリティ委員会での議論を通じて、優先的に取り組むべきリスクについて特定して

います。また、上記グループ全体のリスク管理プロセスの枠組みに基づき、特定されたリスク、そ

の対応策および対応状況についてリスク管理室へ報告しています。

リスク管理室は、発生可能性や影響度などに基づき、サステナビリティを含む各種リスクおよ

びその対応策を分析・評価し、グループの持続的成長へ大きな影響を与える重大リスクを特定し

ています。特定された重大リスクについては、各リスクに関係する部門やグループ会社と連携し、

対応状況を把握するとともに、対応策の有効性をモニタリングしています。また、ソフトバンク 

グループの取締役会や、取締役および執行役員等で構成されるグループ・リスク・コンプライアン

ス委員会（GRCC）に、重大リスクとその対応状況を四半期ごとに報告し、そこでの議論結果を

踏まえてリスク管理の強化に努めています。

委員長 君和田 和子（常務執行役員 CAO 兼 CSusO 経理統括）

委員
後藤 芳光（取締役 専務執行役員 CFO 兼 CISO 財務統括 兼 管理統括）
玉田 豊（CLO 兼 GCO 法務統括）
市村 清（CRO リスク管理室長）
櫻井 康晴（人事部長）

委員 2026年6月24日現在

開催実績 2025年度：4回（通算18回）
2025年度の
主な議論内容

・  SSBJ基準に準拠したサステナビリティ関連財務情報の開示に向けた対応
・  ウェブサイトやアニュアルレポート等におけるサステナビリティ情報開示の拡充
・  投資プロセスへのESG（サステナビリティ要素）の組み込み
・  サプライチェーンにおけるサステナビリティリスクアセスメントの推進
・  サステナビリティに関する社内啓発施策の推進

開催状況　

サステナビリティガバナンス・リスク管理体制図

報告

報告

監督

監督

報告監督

報告・連携管理・支援

報告監督

ソフトバンクグループ取締役会

グループ・リスク・
コンプライアンス委員会

（GRCC）

チーフ・リスク・オフィサー（CRO）
リスク管理室

サステナビリティ委員会
委員長：チーフ・サステナビリティ・オフィサー

（CSusO）

サステナビリティに関する課題・対応方針などの継続的議論

報告・連携

管理・支援

ソフトバンクグループ
各部門・グループ各社

サステナビリティ部
サステナビリティに関する活動の推進

リスク管理の詳細は、64ページをご覧ください。

ソフトバンクグループのサステナビリティ

ソフトバンクグループのサステナビリティ委員会は2020年6月に発足し、原則として3カ月に1

回の頻度で開催しています。同委員会には、サステナビリティ委員のほか関係部門の責任者も出

席し、専門的な知見や複合的な視点を踏まえた部門横断的な議論を行っています。

2025年度は、2025年4月、7月、10月および2026年1月の計4回開催し、SSBJ基準に準拠し

たサステナビリティ関連財務情報の開示に向けた対応など、サステナビリティに関する重要事項

について議論しました。

サステナビリティガバナンス体制

サステナビリティ委員会
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投資先のサステナビリティ

当社は、投資活動において投資先のサステナビリティへの対応状況を考慮することが、社会全体の持続的発展と当社の中長期的な投資パフォーマンスの向上に寄与するとの考えの下、以下のよう

な取り組みを行っています。

ESG（サステナビリティ要素）を組み込んだ投資に関するポリシー 

投資プロセスへのESG（サステナビリティ要素）の組み込み

ソフトバンクグループは、「ポートフォリオ会社のガバナンス・投資指針に関するポリシー」を定

め、投資プロセスで考慮すべき投資先のガバナンスに関する基準を規定するほか、環境・社会 

要素に起因するリスクと機会の評価を行うことも明記し、投資プロセスへのESGの組み込みを

積極的に進めています。本ポリシーは、ソフトバンクグループとその子会社*2に適用されており、

各社が具体的な運用計画の策定とその実行を進めています。

投資前デュー・デリジェンスおよびリスク評価

国際社会や当社の投資事業における重要性に鑑み、「責任あるAI」「気候変動」「人権（強制労

働、差別・ハラスメント）」「ガバナンス」を投資前評価における重要トピックスと位置づけ、デュー・

デリジェンスを通じて投資先候補におけるこれらの対応状況を確認し、リスク評価結果を投資判

断に活用しています。なお、重要トピックスや評価方法については、外部環境や事業戦略の変化

に応じて適宜見直しを行い、最新のサステナビリティ課題や評価観点を反映しています。

投資後モニタリングおよびエンゲージメント

投資後も継続的なモニタリングを通じて、投資先の状況を把握し、リスクの顕在化防止に努め

ています。特に重要トピックスについては、適切なエンゲージメント（対話）を通じて、投資先の取

り組みに対する理解を深めるとともにさらなる向上を促すことで、社会全体の持続的な発展と中

長期的な投資パフォーマンスの向上を目指しています。

報告

ソフトバンクグループは、投資プロセスや評価結果などについて、サステナビリティ委員会お

よび取締役会への報告を通じて、各投資エンティティーの投資プロセスにおけるESGの組み込

み状況を把握・監督しています。

当社は、各投資エンティティーにおいて、以下の通り、投資プロセスにESGを組み込み、投資

判断においてサステナビリティ要素を考慮する取り組みを進めています。

*2 ソフトバンク・ビジョン・ファンドおよびソフトバンクグループの子会社が管理するその他の投資子会社を含みます。ただし、上場子会社
および規制上の理由から当社グループによる支配が禁止されている子会社およびその傘下の子会社は除きます。

デュー・
デリジェンス リスク評価 投融資委員会（IC） モニタリングと

エンゲージメント 報告

投資前 投資判断 投資後

責任あるAI

人権

気候変動

ガバナンス

スコアリング
・
評  価

ICメモに
リスクを記載

投資先との
継続的な対話

取締役会
・

サステナビリティ
委員会
など

ソフトバンクグループのサステナビリティ
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ソフトバンクグループのサステナビリティ

サステナビリティに関する重要課題（マテリアリティ）

ソフトバンクグループは、ダブルマテリアリティの考え方に基づき、ステークホルダーにとっての重要性および当社グループ*3にとっての重要性の2軸で取り組むべき課題を分類した上で、優先して 

取り組むべきサステナビリティに関する重要課題（マテリアリティ）を特定し、これを取締役会において決定しています。
なお、当社グループにとっての重要性については、当社グループの主要な業種における課題を分析し、優先順位を決定しています。

責任あるAI
詳細は、37ページ

ワーキンググループでの議論を通じて適切なグループAIガバナンス体制の確立を目指
していきます。

気候変動
詳細は、38ページ

グループ目標「2030年度までにカーボンニュートラル達成」に向けた取り組みを推進し
ていきます。

人的資本
詳細は、42ページ

人材は価値創造の源泉であり、持続的成長を支える重要なステークホルダーと捉え、
社員が個性や能力を最大限に発揮しながら、挑戦し活躍できる社内環境を整備し、自
律的でプロフェッショナルな人材の確保と、成長・活躍支援を継続的に行っていきます。

（極めて重要）

（
極
め
て
重
要
）

（
非
常
に
重
要
）

（
重
要
）

（非常に重要）（重要）

投資先の
サステナビリティ

コーポレート・ガバナンス

デジタルインクルージョン

プライバシー保護／
情報セキュリティ人権の尊重

自然資本の保全

サプライチェーンの
サステナビリティ

気候変動

責任あるAI

人的資本

各マテリアリティのコンセプト

当社グループにとっての重要性

コーポレート・ガバナンス
自由・公正・革新の基本思想の下、透明性
や実効性が確保されたガバナンス体制を強
化します

サプライチェーンのサステナビリティ
あらゆる事業活動において、ステークホル
ダーと協働し、持続可能なサプライチェーン
の構築を追求します

自然資本の保全
地球市民の一員として、地球環境の保全に
真摯に取り組んでいきます

人権の尊重
事業活動のあらゆる場面において、サプラ
イチェーンなどを含む全ての人々の人権を
尊重します

デジタルインクルージョン
情報革命を推進することで、誰もがテクノロ
ジーの恩恵を享受できるデジタルデバイド
のない世界を目指します

責任あるAI
常に情報革命の最先端に立ち、責任あるAI
の活用を通じて新たな価値を創造し、人々
の幸せに貢献します

投資先のサステナビリティ
戦略的投資持株会社として、投資を通じて、
投資先とともに、持続可能な社会の実現に
貢献します

プライバシー保護／情報セキュリティ
情報革命の担い手として、情報資産の保護
に真摯に取り組み、安心・安全なデジタル
社会の実現を牽引します

人的資本
価値創造の源泉である人材の挑戦と活躍を
支える基盤を整えることで、持続的な成長
を目指します

気候変動
多様な企業群の事業活動を通じてグローバ
ルな気候変動の課題解決に挑みます

ス
テ
ー
ク
ホ
ル
ダ
ー
に
と
っ
て
の
重
要
性

マテリアリティの特定と見直し
マテリアリティは、以下のプロセスで特定しています。また、社会環境の変化、ステークホルダー
の期待、ならびに当社グループ各社の事業内容の変化などに応じて2年に1回以上の見直しを実
施しています。

目標・アクションプラン
ソフトバンクグループは、マテリアリティのうち、特に優先度の高いマテリアリティについて、以下
の目標・アクションプランを設定した上で継続的に取り組み、その状況をモニタリングしています。

*3 本ページにおいては、「当社グループ」はソフトバンクグループおよび子会社を指します。

社会環境の変化、ステー
クホルダーの期待、なら
びに当社グループ各社
の事業内容の変化など
に応じて2年に1回以上
の見直しを実施

マテリアリティの優先度
に応じて目標・アクショ
ンプランを設定
目標・アクションプラン
への継続的な取り組み
とその状況のモニタリ
ング

目標の設定と
モニタリング 定期的な見直し

当社グループ内外の関係
者および外部有識者など
との意見交換を実施
サステナビリティ委員会
での議論および取締役
会の承認を経てマテリア
リティを特定

マテリアリティの
特定

ダブルマテリアリティの
考え方に基づき、「ステー
クホルダーにとっての
重要性」および「当社グ
ループにとっての重要性」
の2軸で重要度を分析

重要性の分析

外部のガイドラインや
有識者の意見などを参
照・参考に、当社グルー
プの主要業種を取り巻
く社会環境や事業環境
の社会課題を抽出

課題の認識
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企業情報成長を支える経営基盤CFOメッセージトップメッセージソフトバンクグループとは目次 成長アセット 財務セクション

ソフトバンクグループのサステナビリティ

責任あるAIの取り組み
当社は、情報革命の最先端に立ち人々を幸せにすることを使命としています。AIの恩恵を社会全体が広く享受できるようにするため、ASI時代に向けて取り組むとともに、世界で最もAIを活用する

グループを目指し、責任あるAIの実現に向けた取り組みを推進しています。

適切なAIガバナンスの確立に
向けて

実効性を高める
AIガバナンスの取り組み

AIの積極的な活用を目指して

ソフトバンクグループは、ワーキンググルー

プを設置した上で、ワーキンググループでの

議論を通じて適切なグループAIガバナンス体

制の確立を目指しています。

ソフトバンクグループは、急速なAI技術の

進化とともにリスクと機会が変化する中で、

グループ全体における適切なAIガバナンス

の在り方について継続的に検討を進めるため、

2024年4月には「AIガバナンスワーキング

グループ」をグループ・リスク・コンプライアン

ス委員会（GRCC）の傘下に設置し、2025年

度からは、法務統括を統括組織として位置づ

け、実効性のあるガバナンスを実現するため、

リスクベースかつ各社との対話を重視し、多

様性・自主性を尊重した監督・支援を行うアプ

ローチへと発展しています。これらの取り組

み内容は、GRCCに報告されるとともに、必

要に応じてサステナビリティ委員会へも報告

されています。

ソフトバンクグループは、社内でのAI活用

について、導入時に事前審査を行う仕組みを

設け、必要な評価を行うことでリスクの把握

と低減を図っています。また、個別のユース

ケースに対して、リスクベースで必要なガイダ

ンスを整備するなど、積極的なAI活用を支え

る基盤を整備しています。

当社グループに対するAIガバナンスの取

り組みとしては、各国における規制動向の進

展や技術の急速な進化に加え、統一的な指

標が確立されていない状況を踏まえ、当社の

一部を対象にEU AI Act*4をベンチマークと

したアセスメントを実施しています。また、戦

略上重要な当社グループ会社に対しては、対

話を通じて各社のビジネスにおけるAI利活

用状況などのリスクの実態や、対応するガバ

ナンスの成熟度を把握しています。その上で、

各社の規制対応状況やポリシー整備、組織

体制、トレーニングなどの状況を整理し、主要

な課題を特定するとともに、その解決に向け

た各社の取り組みをモニタリングしています。

当社グループは多様な事業を有するため、各

事業の属する産業の特性や各国の規制動向、

有効なユースケースを踏まえた対応が重要で

す。そのため、各社の自律性を尊重しつつ、

継続的な対話を通じて見直しと改善を重ねる、

対話型のアプローチを志向しています。さら

に、抽出された共通課題については、フォーラ

ム形式での意見交換も活用するなどし、グルー

プ会社間の連携強化およびグループ横断的

な改善につなげることを目指しています。加

えて、AIエージェントなどの最新の技術動向

やAI関連規制の動きについても継続的にモ

ニタリングを行い、主要なグループ会社にお

ける課題の変化も注視し、当社グループの知

見の蓄積と責任あるAIの実効性の向上につ

なげていきます。

ソフトバンクグループは、責任あるAIの実現

に向け、従業員による生成AIの積極的かつ 

適切な活用を促進するとともに、その基本的

な考え方をグループ全体で共有するため、ソフ

トバンクグループ行動規範のアクションステー

トメントに「責任あるAI」を追加しています。

行動規範においては、AIがもたらす幸せな

未来の実現に向けて活用を進める一方で、高

い倫理観の下での適切な利用が不可欠と考

え、関連法令や社内規程の遵守、データの保

護や生成内容への責任の確保など、従業員

が生成AIを活用する際の留意点を定めてい

ます。また、これらの理解浸透を目的として、

役職員向けに研修を実施しています。

ソフトバンクグループの掲げる目標

ASIの世界No.1プラットフォーマー

AIを世界で最も活用するグループ

「責任あるAI」が必要

*4 Regulation on Artificial Intelligence

研修に関する取り組みの詳細は、63ページをご覧ください。
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企業情報成長を支える経営基盤CFOメッセージトップメッセージソフトバンクグループとは目次 成長アセット 財務セクション

地球環境の維持・保全に向けた取り組み
地球環境の維持・保全は、地球市民としての責任であり、当社グループの持続的な成長を支える重要な基盤です。

当社グループは、事業活動が環境に与える負の影響を低減させるとともに、グループ各社の強みやテクノロジーを生かし、気候変動をはじめとする環境課題の解決に取り組んでいます。

ソフトバンクグループは、地球環境に配慮

した企業活動を行うための原則として「環境

ポリシー」を2021年5月に制定しました。当

社は環境関連法規制の順守、気候変動への

対応、環境負荷の低減と省資源、生物多様

性の保全などを定めた本ポリシーにのっとり、

企業活動を行っています。
■ ガバナンス

ソフトバンクグループは、取締役会において、

気候変動に関するリスクと機会およびその対

応策、温室効果ガス削減に関するグループ目

標などの気候変動対応全般について審議・決

定しています。また、チーフ・サステナビリティ・

オフィサー（CSusO）を委員長とするサステナ

ビリティ委員会において、当社の気候変動対

応について議論・検討し、その内容を取締役

会に報告するとともに、取締役会から監督を

受けています。

■ リスク管理

ソフトバンクグループでは、リスク管理室が

「リスク管理ポリシー」に基づき、グループ全

体のリスクを統合的に管理しています。

そのうち、気候変動を含むサステナビリティ

に関するリスクは、CSusOの下、サステナビ

リティ部がソフトバンクグループの各部門や 

グループ会社から報告を受けて把握するとと

もに、サステナビリティ委員会での議論を通

じて、優先的に取り組むべきリスクを特定し、

その対応策および対応状況についてリスク管

理室へ報告しています。

■ 戦略

ソフトバンクグループは、持株会社投資事

業およびソフトバンク・ビジョン・ファンド事業（以

下、併せて「当社投資事業」）を対象として、当

社投資事業における気候変動リスク・機会の

洗い出しと影響の分析、対応策の検討を行っ

ています。

なお、ソフトバンク事業では、ソフトバンク

がすでにTCFD提言に基づく開示を行ってお

り、ソフトバンク・ビジョン・ファンド事業では、

SVF1についてをSBIAが、AIコンピューティ

ング事業では、Armが TCFD提言に類似す

る英国法に基づく開示を行っています。各社

のTCFDに関連する開示は、各社のウェブサ

イトをご覧ください。
ソフトバンクグループは「サプライヤー行動

規範」において、環境関連法規制の順守、廃

棄物の管理・削減、資源の有効活用、生物多

様性への配慮などの環境に関する倫理基準

を定め、当社のサプライヤーに対し本規範に

則した取り組みを依頼しています。

サステナビリティに関するガバナンスの詳細は、34ページ
をご覧ください。

サステナビリティに関するリスク管理の詳細は、34ページ
をご覧ください。

環境ポリシーの全文は、当社ウェブサイト「環境への取り組
み」をご覧ください。

TCFD提言に基づく気候変動情報開示の全文は、当社ウェ
ブサイト「環境への取り組み」をご覧ください。

サプライヤー行動規範の全文は、当社ウェブサイト「社会へ
の取り組み」をご覧ください。

サステナビリティ：環境

ソフトバンクグループは、気候変動が当社

の経営にもたらす影響を認識し、気候変動へ

の対応をTCFD提言に沿って開示しています。

リスク・機会の概要
当社投資事業におけるリスク・機会と対応

機会 リスク

新規投資
 気候変動対策関連のテクノロジーやサービスを提
供する企業（気候テック等）への新規投資による投
資利益獲得

 当社の気候変動対応が不十分な場合に、投資先候
補から投資受け入れを忌避されることによる投資機
会の減少

既存投資  既存投資先の気候変動対応による投資先の企業価
値向上

 既存投資先の気候変動対応が不十分であることに
よる投資先の企業価値低下

資金調達  当社が着実な気候変動対応を行うことによる、投資
家からの支持獲得を通じた資金調達機会の拡大

 当社の気候変動対応が不十分な場合に、投資家か
らの評価が低下することによる資金調達機会の減少

環境への取り組みに関する
基本方針

環境ポリシー

サプライヤー行動規範

TCFD提言に基づく気候変動情報開示
（要旨）

気候変動
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リスク・機会の当社への影響の認識

当社の気候変動対応が著しく不十分であ

る場合、前述のような投資機会や資金調達

機会の減少につながるリスクがあるものの、

当社が温室効果ガス排出量の削減などの着

実な気候変動対応を行うことで、こうしたリス

クは十分に回避できると考えます。また、投

資先における気候変動リスクについては、気

候変動リスクが顕在化することで、投資先の

財務状況に影響を及ぼす可能性があることを

認識しています。当社の投資先であるAI企

業のデータセンターの活用に関連する移行リ

スク・物理的リスクなどの重要性を踏まえ、適

切な対応を検討していきます。

一方で、当社は「情報革命で人々を幸せに」

という経営理念の下、新しいテクノロジーや

ビジネスモデルを有する起業家とのエコシス

テムの構築を通じて、人類の進歩に投資し、

人々の幸せに貢献することを目指しています。

深刻化する自然災害などが人々の生活にさ

まざまな悪影響を与える中、気候変動対策に

寄与するテクノロジーやサービスを提供する

企業への積極的な投資が、経営理念の実現

につながると同時に気候変動の解決にも大き

く貢献しうるものと考えます。

リスク・機会への対応

前述の気候変動リスク・機会を踏まえ、当社

は、以下の対応策を実施しています。

　ソフトバンクグループは、グループ目標達成に向けた温室効果ガス排出量削減計画*1を2024

年3月に策定・開示し、適宜見直しを行っています。ソフトバンクグループおよび主要子会社は、

この計画に基づき温室効果ガス排出量の削減に取り組んでいます。

■ 指標と目標

当社は、事業活動に伴う温室効果ガス排

出量のさらなる削減を目指し、2022年6月に

「2030年度までにカーボンニュートラル達成」

というグループ目標*1を設定しました。本目

標の達成に向けて、グループ全体で、再生可

能エネルギー由来の電力への転換や省エネ

ルギー化などに取り組んでいます。

 気候テック等への投資
気候変動対策関連のテクノロジーやサービス
を提供する企業への投資
 投資プロセスにおける対応
投資プロセスにおける気候変動リスク・機会の
評価の組み込み
 投資先エンゲージメント
投資先を対象としたワークショップの開催など
を含む、気候変動に関する投資先エンゲージ
メントの実施 

 温室効果ガス排出量の削減
再生可能エネルギー由来の電力への切り替え
など、事業活動に伴う温室効果ガス排出量の
削減

目標 実績
ソフトバンクグループ 2020年度からカーボンニュートラル達成*2

ソフトバンク 2030年度までにグループ全体で 
カーボンニュートラル達成*2

2050年度までにグループ全体で 
ネットゼロ達成*3

グループ全体における
再生可能エネルギー比率66.0％
（2025年度）*4,5

LINEヤフー 2030年度までにLINEヤフーグループにおける 
温室効果ガス排出量実質ゼロ*2

LINEヤフーグループにおける
再生可能エネルギー比率93.3% 
（2025年度）

Arm 2030年度末までに2020年度末比で 
スコープ1、2およびArmの事業活動に関連する 
6つのスコープ3カテゴリの排出量を絶対量で50％削減 
（パリ協定および1.5℃目標に整合）

2022年度から
グループ使用電力の100%を
再生可能エネルギー由来の
電力で調達*6

ソフトバンクグループおよび主要子会社の目標と実績

サステナビリティ：環境

温室効果ガス排出量および削減計画は、当社ウェブサイト 
「ESGデータ集」をご覧ください。

*1 対象はソフトバンクグループに加え、ソフトバンク、LINEヤフーなどの主要子会社の事業活動に伴う温室効果ガス排出（スコープ1およ
びスコープ2）

*2 対象はスコープ1およびスコープ2
*3 対象はスコープ1、スコープ2およびスコープ3
*4 目標設定時と同様、オーナー受電（ソフトバンクまたはWireless City Planningの物件外に設置された設備の使用に伴う電力消費分）
の数値を除く

*5 保証手続き中（2026年6月末現在）
*6 2025年度の実績は確認中

2030年度までにカーボンニュートラル達成グループ目標*1 

グループ目標の達成に向けて

P.40
P.41

P.35
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Arm

サステナビリティ：環境

省エネルギー技術の開発

継続的かつスケーラブルなAIワークロードを支える
高電力効率プラットフォーム

AIが常時稼働し、ワークロードが高度化する中、分散した
AIエージェントシステムを大規模かつ効率的に運用する上で、
CPUの重要性が一層高まっています。Armのプラットフォー
ムは、市場をリードする高い性能を発揮しながら電力効率も
重視しています。高性能かつ電力効率に優れたコンピュー
ティングを基盤として作られた「Arm AGI CPU」は、Armに
とって新たな章の幕開けであり、同社が提供するプラットフォームをチップ製品へと拡大するもの
です。従来のx86 CPUと比較して、ラック当たりの電力効率を最大2倍に高め、同じ電力供給で2
倍の性能を実現します。これにより、AIデータセンター容量1GW当たり最大100億米ドルの設備
投資（CAPEX）削減につながります。
さらに、「Arm AGI CPU」は、IPおよび CSSに関する「Arm Neoverse」のロードマップを

補完するものでもあります。「Arm Neoverse」はすでに、AWS Graviton、Google Axion、
Microsoft Azure Cobalt、NVIDIA Veraなど、今日の主要なハイパースケールおよびAIプラッ
トフォームを支えています。Armは、ハイパースケーラーから新興AIスタートアップまで幅広い顧
客を支援し、AIエコシステム全体の発展に引き続き貢献していきます。

AutoStore
フィジカルAIで実現する
高効率・脱炭素対応フルフィルメントソリューション 

AutoStoreは、キューブ型の自動倉庫システムを中核に
ソフトウエアとAIを組み合わせた、インテリジェント・フルフィ
ルメントを実現しています。同社のソリューションは、省エネ
ルギー化や空間最適化に加え、低炭素アルミニウムなどの
サステナブルな素材の活用を通じて、顧客の脱炭素化目標
の達成を支援します。AutoStoreのロボットは約100Wで
稼働し、移動時のエネルギー回生により、従来型倉庫と比べて電力消費を大幅に削減します。また、
照明・空調・換気の必要量を抑えられることから、オペレーションにおける排出量も抑制され、太陽
光発電でAutoStoreの運用を賄う顧客もいます。従来型倉庫の約4分の1のスペースで、高密度
保管と高い処理能力を維持しながら、既存施設内での保管容量の拡張を可能にすることで、新設
工事の必要性とそれに伴う排出量の回避にも貢献しています。

Energy Global

持続可能なエネルギーの普及と拡大

米国での太陽光発電事業

Energy Globalおよびその子会社は、米国有数の規模の
太陽光発電および蓄電事業を展開し、再生可能エネルギー
の普及に取り組んでいます。現在、同社およびその子会社
は米国で合計10カ所の太陽光発電および蓄電プロジェクト
を稼働させており、合計約3,000MWの発電容量を供給し
ています*7。
さらに、米国で3カ所の太陽光発電および蓄電プロジェクトを建設中で、合計約1,500MWの

太陽光発電容量および約1,300MWの蓄電容量を追加予定です*7。
*7 発電容量は2026年3月末現在。太陽光は直流（DC）、蓄電は交流（AC）

Terabase Energy
脱炭素化を加速させる
次世代型太陽光発電所建設ソリューションの開発 

Terabase Energyは、太陽光発電所の設計から運用に至
るまで、プロジェクトのライフサイクル全体を支援するテクノ
ロジー企業です。同社はロボティクスとオートメーションを組
み合わせた「現場工場（フィールドファクトリー）方式*8」を業
界に先駆けて確立し、建設を効率化しています。この次世代
型手法は、大規模太陽光発電プロジェクトの展開を加速さ
せ、世界的な脱炭素化の取り組みに大きく貢献するものです。2026年、同社は最新の「Terafab®」
自動建設プラットフォームの実地試験を完了しました。これは、先進的なロボティクス、リアルタイ
ムな意思決定、自律運転を活用したフィジカルAIシステムであり、人手による施工では実現でき
ないペースでの建設を可能にします。24時間365日稼働で、週当たり20MW超、すなわち工場 
1カ所当たり年間約1GWに相当する発電容量の建築能力があります。
*8 自動化された移動式組立ラインと自律走行型作業ロボットを組み合わせ、太陽光発電設備の組立を現地で一元的に行うことで、
発電所の建設に工場並みの効率性をもたらすアプローチ
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AMEA Power

サステナビリティ：環境

Helion Energy
核融合による大規模かつ信頼性の高い
カーボンフリーエネルギーの実現

Helion Energyは、クリーンで豊富なエネルギーを生み出
す革新的な核融合技術の開発に取り組む企業です。世界的
なエネルギー需要の増加と気候変動という人類の重大な課
題解決のため、持続可能でカーボンフリーな電力を大規模
かつ広範に安定的に供給することを使命としています。同
社の革新的な核融合アプローチは、従来の非効率な蒸気サ
イクルの仕組みを介さず、核融合エネルギーを電力に直接変換します。この革新的な技術は、世
界のエネルギーシステムを変革し、カーボンフリーな未来への移行を加速させる可能性を秘めてい
ます。2026年には、プロトタイプ「Polaris」が、民間企業によって開発された核融合エネルギー装
置として初めて、測定可能な重水素・三重水素（D-T）核融合を実証し、プラズマ温度は1億5,000

万℃を達成し、カーボンフリー核融合エネルギーの商用化実現に向けた技術上の重要なマイルストー
ンを達成しました。

アフリカ・中東・アジアにおける脱炭素と
持続可能な成長への投資

AMEA Powerは、アフリカ・中東・アジアでクリーンエネ
ルギーの導入を推進しています。2025年には、アフリカ最
大級の風力発電所およびエジプト初の大規模蓄電システム
を完工させています。20カ国以上でプロジェクト開発を展
開し、運転中・建設中の発電設備容量は3GWに迫ります*9。
既存の発電事業に加え、海水淡水化プロジェクトの開発

にも積極的に取り組んでいます。エネルギーと水の両分野で重要インフラを担う企業として、事業
展開地域の脱炭素化と持続可能な成長に貢献しています。
*9 2026年4月末現在

自然資本の保全

ソフトバンクデータセンターにおける水資源の効率的利用 

データセンターでは、サーバーやネットワーク機器から発
生する大量の熱を冷却するために多くの水資源が使用され
ており、その効率的な利用は環境負荷低減において重要な
取り組みの一つです。ソフトバンクでは、データセンターに
おいて冷風を生成するターボ冷凍機などの水冷システムを
採用し、冷却効率を最大限に高めています。加えて、北海道
苫小牧AIデータセンターでは、外気を活用した空調システムを導入予定であり、水使用量の効率
的な削減を目指しています。さらに、水を使用しない冷却システムを搭載したラック統合型ソリュー
ションの設計・開発を通じて、排熱ソリューションの実装に取り組んでいます。

自然資本の保全の重要性は、年々高まっています。当社は環境ポリシーにのっとり、水資源の

使用量削減などを通じた事業活動による環境負荷低減に努めるとともに、テクノロジーを活用し

た自然資本の保全への貢献を目指しています。

ソフトバンクグループ

イニシアティブを通じた脱炭素化の推進

自然エネルギー協議会・
指定都市 自然エネルギー協議会の設立および運営
ソフトバンクグループは、2011年に「自然エネルギー協議会」と「指定都市 自然エネルギー協

議会」を各地方自治体と共に設立しました。両協議会では、全国35の道府県、20の指定都市が主
体となって、自然エネルギーの普及・拡大に向けた日本政府への政策提言や会員間の情報共有な
どを行っています。ソフトバンクグループは、事務局として自治体と連携し、日本の脱炭素化を推
進しています。

自然エネルギー協議会の詳細は、公式ウェブサイトをご覧ください。

指定都市 自然エネルギー協議会の詳細は、公式ウェブサイトをご覧ください。
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情報革命のトップランナーとしての人と社会に対する取り組み
私たちは、人材の多様性の確保を含む人材育成や職場環境の整備に取り組んでいます。

また、情報革命のトップランナーとして、情報技術の発展やグローバル化の進展により顕在化した社会課題の解決に向け、グループ各社それぞれの強みを生かして貢献していきます。

当社グループは、人材は価値創造の源泉で

あり、持続的成長を支える重要なステークホ

ルダーと捉え、社員が個性や能力を最大限に

発揮しながら、挑戦し活躍できる社内環境を

整備することが企業価値の向上につながると

考えています。

■ コア能力を重視したプロフェッショナル採用
ソフトバンクグループでは、Professionalism・ 

Smart・Relationの「３つのコア能力」を重視し

たプロフェッショナル採用を行っています。年

齢、性別、国籍、障がいの有無などにかかわ

らず、ポジションに最適な人材を配置すること

を基本とし、優秀かつ多様な人材を確保して

います。

■ キャリア開発

ソフトバンクグループは、社員が自律的に

キャリア開発に取り組むことを重視しています。

上長との継続的な１on１ミーティングや同僚

からの多面的な360度レビューなど、個々の

気づきの機会を提供することにより、内省や

振り返りを行いながら成長することを促して

います。

■ 評価・報酬

ソフトバンクグループにおける従業員の賞

与を含む給与・給付の内容の決定に関する方

針は、「人材戦略に関する基本方針等」に記載

しています。

2025年度における正社員の男女別報酬水

準は、管理職では、男性100に対して女性が

約78、非管理職では同約89、全体では同約

59となっています。今後も適材適所での女性

の登用を推進し、報酬差異の解消に努めてい

きます。

年齢、性別、国籍、障がいの有無などを問わ

ない人材採用や管理職登用を推進し、誰もが

活躍できる多様性に富んだ職場環境を実現

しています。

特に女性の活躍推進については、2026年 

３月末時点で全社員の47.5％、管理職の

27.0％を女性が占め、高度な専門性を活かし

た職務に従事しており、今後も女性のさらな

る活躍を推進していきます。なお、2024年３

月に女性活躍推進法に基づく「えるぼし」（３

段階目）を獲得しています。ソフトバンクグループは、自律的でプロフェッ

ショナルな人材を確保し、成長と活躍を支援

することを人材戦略の柱として、継続的な取

り組みを行っています。具体的な取り組みに

ついては「多様性に富んだ人材マネジメント」

以降をご覧ください。

なお、子会社・グループ会社の人材戦略は、

同志的結合を通じて共に成長していく「群戦

略」に基づき、各社の意思決定を尊重してい

ます。

■ ダイバーシティ&インクルージョン

ソフトバンクグループは、企業の成長を支

える原動力である社員が、個性と能力を最大

限に発揮できるアサインメントに努めており、

社員に求める「3つのコア能力」

Professionalism
各分野における高水準な専門性

前例のない課題に数字と根拠を持って
アプローチできる論理的思考力

Smart

Relation
世界トップクラスの企業とビジネスができる

コミュニケーション能力

また、障がい者雇用率は、2026年３月末時
点で法定雇用率2.5％に対して2.7％を達成
していますが、さらなる雇用率の向上を目指し、
採用活動を継続しています。

2026年3月末現在

　 男性 女性
社員比率 52.5% 47.5%

平均年齢 42.3歳 40.0歳
平均勤続年数 10.2年 10.0年
管理職比率 73.0% 27.0%

男女別人材データ

サステナビリティ：社会

人的資本に関する取り組み

人材戦略

多様性に富んだ人材マネジメント

自律的で継続的な人材育成
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■ 教育・研修

ソフトバンクグループは、社員一人ひとりが

業務に必要な知識やスキルを自発的に習得

できる環境を提供し、成長を継続的に支援し

ています。具体的には、いつでも自由に受講

できる英会話教育や当社グループ内で運営

する研修プログラム（ソフトバンクユニバーシ

ティ）を提供するほか、社外の研修も受講でき

るよう、各部門に教育予算を配分しています。

また、キャリアステージに応じて、新卒社員や

新任組織長に対する階層別研修を実施すると

ともに、受講後の理解度向上やスキル習得を

目的としたオンライン研修も展開しています。

さらに、業務遂行に必要な各種資格の登録

や維持に関する費用を会社が負担することで、

弁護士、弁理士、公認会計士、税理士などの

プロフェッショナルな人材の高度化をサポート

しています。2025年度には、約11％の社員

に対して支援を行いました。

■ グループ人材育成制度

当社グループは、社員が自発的に人事異

動を実現できる「フリーエージェント制度」や、

次世代のグループ経営人材を発掘・育成する

ための「ソフトバンクアカデミア」、さらには戦

略的なシナジーグループ企業群を実現する

ために社内起業家を養成するプログラム「ソ

フトバンクイノベンチャー」など、社員が当社

グループ内で活躍できる多彩な機会を提供

しています。

■ 二重就業

ソフトバンクグループでは、多様な経験を

通じて自己成長する機会として、二重就業（副

業）も可能としています。

■ 勤務環境整備

ソフトバンクグループは、社員のワークライ

フバランスを尊重し、仕事と生活の両立を支

援するために、コアタイムを設けないスーパー

フレックス制度や在宅勤務を導入し、時間や

場所にとらわれず、仕事を行うことができる

環境を提供しています。また、働きやすい職

場づくりにつながる活動として、社員交流会

の実施などコミュニケーション促進にも取り

組んでいます。

■ 育児支援

働く父母にとって、子どもの成長に関わる

機会は非常に重要であり、社会の発展に寄与

する観点からも、積極的な取り組みが必要で

す。ソフトバンクグループでは、配偶者が出産

した男性正社員のうち、育児休業等を取得し

た割合が2025年度で約89％でした。

仕事と家庭の両立支援として、「こども家

庭庁ベビーシッタークーポン」の活用による

費用補助や、産前産後休暇・育児休業・出生

時育児休業時における積立年休の充当など、

収入面での懸念を軽減する施策を行っていま

す。また、企業主導型保育園の共同利用の活

用により、社員の早期復職を実現しています。

その他、両立支援休暇の拡充や育児休業中

社員同士の交流の場を設けました。

■ ウェルビーイング

純粋持株会社であるソフトバンクグループ

は、最大の資産である社員の健康管理や維

持・増進のためにさまざまな取り組みを行って

います。通常の健康診断に加え、会社負担で

受診できる制度として、2023年度から各世

代に応じたオプション検査を実施しています。

さらに、2025年度からは40歳以上を対象と

する特別健診を導入しており、その利用実績

は約58％です。

また、年休取得の促進活動も継続的に行っ

ており、2025年度の年休取得率は約59％（一

人当たり14.2日）でした。一般事業主行動計

画の目標達成に向けて今後もさらなる取得

率向上を目指します。

なお、2024年４月に新設したセルフケア休

暇は、女性特有の体調不良時や不妊治療・更

年期症状等で取得でき、男女問わず利用され

ています。今後もさらに社員サポートの充実

を図ります。

■ 従業員エンゲージメント

当社グループでは、年に１回、全社員を対

象とした満足度調査を実施しており、2025年

度は、ソフトバンクグループを含む国内グルー

プ企業31社が参加しました。この調査は、当

社グループの特性を踏まえて開発されたもの

で、組織（仕事・職場・上司）および会社への満

足度についての回答結果を項目ごとにスコア

化して、課題を早期に発見します。この結果

を継続的にモニタリングすることで、強い組

織づくりと社員のモチベーション向上につな

げています。

ソフトバンクグループでは、全社員の96％

が回答し、引き続き高い満足度が示されまし

た。今後も、社員一人ひとりがやりがいを持っ

て働ける職場環境を実現するため、エンゲー

ジメントのさらなる向上に取り組みます。

サステナビリティ：社会

職場環境づくり
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当社は、ASIの実現を見据え、人が新たな

価値創造に一層注力できる社会の実現を目

指しています。

AIの進化に伴い、AIやロボットなどの活用

領域は今後さらに拡大し、産業構造や働き方

にも影響を与える可能性があります。AIは単

なる利便性向上のためのツールではなく、人

と協働しながら業務や意思決定を支援する存

在として、高度化が進んでいくものと期待さ

れています。

ソフトバンクグループでは、こうした環境変

化に向けて、データ分析、資料作成、問い合

わせ対応など、さまざまな実務領域において

AI活用を推進しています。AIによる業務の高

度化・効率化を進めることで、人がより創造

的かつ付加価値の高い業務に注力できる環

境を整備し、新たな価値創造につなげていき 

ます。

当社は、ASIの実現を見据え、AIとの協働による新たな価値創造に取り組んでいます。AIが社会基盤として進化する中、生成AIおよびAIエージェントの社会実装や活用拡大を進めるとともに、次

世代人材の育成など、持続可能な社会の発展に貢献していきます。

サステナビリティ：社会

ASI時代に向けた取り組み

ASI時代における人の新たな可能性 AI人材の育成と創出

次世代AI研究パートナーシップに対する支援
ソフトバンクグループは、2025年5月、Armと共同で米国カーネギーメロン大学へ総額15.5百万米ド

ルを寄付し、同大学と慶應義塾大学の次世代AI研究パートナーシップを支援することを発表しました。こ
のパートナーシップは、2024年4月に日米両政府により発表されたAI分野における産学研究連携の一環
であり、AI分野における国際的なリーダーとしての日米両国の結びつきをさらに強めることを目的として
います。 
ソフトバンクグループとArmによる支援の下、カーネギーメロン大学と慶應義塾大学の研究者は、「マ

ルチモーダルおよび多言語学習」「ロボティクスにおけるエンボディドAI」「人間との共生を目指す自律型
AI」「ライフサイエンスおよび科学的発見のためのAI」の4つの重点分野の研究に取り組んでいます。今
回の寄付により、重点分野の研究支援に加えて、「ソフトバンクグループ–Arm フェローシップ」を創設し、カーネギーメロン大学の博士課程の学生を
支援しています。 
また、2026年6月から8月にかけて、慶應義塾大学の学生4名によるカーネギーメロン大学主催のサマープログラムへの参加を支援しています。
こうした取り組みを通じて、ソフトバンクグループは、先端的な研究と人材育成を後押しし、AIの発展と社会課題解決に貢献していきます。

生成AIおよびAIエージェント活用の裾野拡大
ソフトバンクグループおよびソフトバンクは、学生*を対象とした「ソフトバンク生成AI活用アイデアコ

ンテスト」を開催しました。本コンテストは、当社グループ内で実施している生成AI活用コンテストを学生
へ拡大したもので、日本における生成AIおよびAIエージェントのさらなる浸透と活用の加速を目的とし
ています。コンテストには、4万5,000件を超える、学生ならではの柔軟な発想に基づく革新的なアイデア
が全国から寄せられ、最終審査では、上位者にトロフィーと賞金が授与されました。

* 大学・大学院・高等専門学校に在籍する学生

ソフトバンクグループ、Arm

ソフトバンクグループ、ソフトバンク
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Stack AVは、トラック輸送業界向けの自動運
転システムを開発しており、知覚・予測・判断にAI
を活用することで、安全かつ効率的な貨物輸送の
実現を推進しています。同社は、長距離物流に注
力することで、ドライバー不足、輸送需要の増加、
サプライチェーンの非効率性といった構造的な課
題に取り組んでおり、その技術によって、路上走
行の安全性向上、車両などの稼働率向上、貨物
輸送の信頼性向上を目指しています。こうした取り組みを通じて、より強靱で持続可能な物流
エコシステムの実現に貢献するとともに、AIを活用したインフラのさらなる普及を後押ししてい 
ます。

サステナビリティ：社会

ソフトバンクグループは、投資先やグループ各社の事業を通じて、AIをはじめとする革新的なテクノロジーとビジネスモデルの力で社会課題の解決に取り組んでいます。中でもフィジカルAIは、 

労働力不足、安全性の確保、サービス水準の格差、環境負荷の低減など、社会が抱える多様な課題への対応を可能とし、より強靭で持続可能な社会づくりに貢献しています。

フィジカルAIで実現する持続可能な未来

AI活用で長距離トラック輸送を変革 イノベーションを通じた、
労働安全・衛生の向上と業務効率の改善

Brainは、自律型ロボット向けの、革新的なオペ
レーティング・システム、制御・運用を支えるソフトウ
エア、AIソリューションを開発するテクノロジー企
業です。同社のソリューションは、世界で約47,000
台の自律型移動ロボットに導入されており、小売 
店・学校・倉庫などさまざまな施設において、職場 
環境の向上、公衆安全や衛生の確保、業務効率の
高度化に貢献しています。同社の技術は、単調で
身体的負荷の高い作業を自動化することで、従業員がより付加価値の高い業務に集中できるよ
うにするとともに、疲労や負傷のリスクを低減しています。

すべての人に等しくサービスを届ける、
革新的な物流システムの構築

Ziplineは、電動配送ドローン「Zips」を活用した
自律型物流ネットワークを構築するロボティクス 
企業です。同社は、医薬品、輸血用血液、医療・動
物医療用物資、食品などの必需品を、世界中の人々
に届けています。これまでに、米国、ルワンダ、ガー
ナ、ナイジェリア、コートジボワール、ケニア、日本
において、数千の家庭や病院、企業向けに200万
件を超える商用配送を行ってきました。交通インフ
ラが十分に整備されていない地域や災害時でも、迅速かつ信頼性の高い配送を可能にすること
で、医療アクセスの格差是正に貢献するとともに、輸送に伴う温室効果ガス排出量の削減にも寄
与しています。

Zipline

Brain
Stack AV

高度な自動化技術で実現する、
安全・環境配慮・効率に優れた倉庫運営

BALYOは、倉庫におけるフォークリフトの自動
化を通じて、目に見える形での社会的価値を創出し
ています。同社は、物流業界における主な労働災
害の一つである職場での事故の低減に加え、繰り
返し行うフォークリフト操作に伴う身体的負担を軽
減することで、労働者をより付加価値の高い業務へ
シフトさせることを可能にします。また、手動操作に
伴う摩耗が抑えられることで、設備が長寿命化する
ほか、ガス式フォークリフトを電動化することで、倉庫運営の排出量低減にも貢献しています。勤
務体制の制約を受けずに24時間稼働するロボットは、より安定した作業フローを維持し、慢性的
なフォークリフトオペレーター不足という喫緊の課題解決にも寄与しています。

BALYO
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ガバナンスの実効性：ビジョン実現への必須要素
2026年7月1日に東京証券取引所へ提出した「コーポレート・ガバナンスに関する報告書」を基に記載しています。

当社は、「自由・公正・革新」を基本思想に掲げ、「情報革命で人々を幸せに」という経営理念

の下、世界の人々が最も必要とするテクノロジーやサービスを提供する企業グループとなること

を目指すとともに、企業価値の最大化を図っています。ソフトバンクグループは、このビジョンを 

実現するためにはコーポレート・ガバナンスの実効性の確保が不可欠と認識しており、当社グルー

プの基本思想や理念の共有を図る「ソフトバンクグループ憲章」とグループ会社に対する管理方

針・管理体制などを規定する「ソフトバンクグループグループ会社管理規程」を定めるとともに、

当社およびその取締役・使用人が順守すべき指針である「ソフトバンクグループ行動規範」を定

め、ガバナンスを強化しています。

気候変動、人権の尊重、従業員の適正な処遇や労働環境、公正かつ適正な取引先との関係

構築など、サステナビリティに関する課題への対応は、社会の持続的な発展とグループ全体の

中長期的な成長のための重要な経営課題の一部です。これらは単に予防・低減すべきリスクで

はなく、企業価値向上につながる機会でもあるとの認識の下、ソフトバンクグループは、当社に

適用されるサステナビリティに関する指針を定めた「ソフトバンクグループサステナビリティ基本

方針」や地球環境に配慮して企業活動を行うための原則を定めた「環境ポリシー」、職場内外を

問わず、差別、ハラスメント、強制労働、児童労働などを禁止し、健全な職場環境を維持するた

めの基準を定めた「人権ポリシー」を定めています。

また、投資持株会社として投資先のサステナビリティに関するリスクと機会を適切に評価する

ことが持続的成長に大きく寄与するとの考えから、「ポートフォリオ会社のガバナンス・投資指針

に関するポリシー」を定め、サステナビリティの視点を投資プロセスに組み込んでいます。さらに、

取引先に対しても順守いただきたい基準を「サプライヤー行動規範」として定め、共に持続可能

な発展および環境・社会課題の解決に貢献することを目指しています。今後も、持続可能な社

ソフトバンクグループのガバナンス強化の軌跡

1994年 日本証券業協会に店頭登録

1995年 初の外国人取締役を登用

1998年 東京証券取引所市場第一部へ上場

1999年 外部から取締役（現在の社外取締役に相当）を招聘、純粋持株会社へ移行

2002年 社外取締役制度の商法（現会社法）への導入
 決算説明会ライブ配信開始

2003年 株主総会ライブ配信開始

2006年 会社法施行

2012年 執行役員制度導入

2015年 コーポレートガバナンス・コード運用開始　

2019年 グループ・リスク・コンプライアンス委員会の新設

2020年 ポートフォリオ会社のガバナンス・投資指針に関するポリシーを制定、社外取締役の増員、
初の女性取締役を登用

 指名報酬委員会、サステナビリティ委員会の新設
 CSusO、CROを任命
 取締役会の体制変更（経営の意思決定機能と業務の執行機能を分離）

2021年 上記ポリシーに環境と社会の項目を追加
 社外取締役の増員により社外取締役比率が55.6%に
 社外監査役比率が100%に

2022年 東京証券取引所市場第一部からプライム市場へ移行

サステナビリティ：ガバナンス

会の実現に向けて、株主、債権者、顧客、取引先、従業員、地域社会（政府・行政、地域、NPO・

NGO等）などのステークホルダーの要請に応えるとともに情報革命をリードする企業としての責

任を果たしていきます。

基本的な考え方
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企業情報成長を支える経営基盤CFOメッセージトップメッセージソフトバンクグループとは目次 成長アセット 財務セクション

*1 会社法第373条第1項に基づく特別取締役を設置しています。
*2 社外取締役5名のうち独立役員に指定されている人数は4名です。

*3 社外監査役4名全員は独立役員に指定されています。
*4 一部子会社の投融資を監督する機関としてSupervisory Committeeを設置しています。

社内取締役 社外取締役・社外監査役

報告

監督

報告

報告

監督・
選定・解職

取締役の
選任・解任

説明・
連携

招集・
執行状況
報告

会計
監査人の
選任・解任

会計
監査人

内部監査室

代表取締役 会長兼
社長執行役員  

経営意思決定と
業務執行を分離

具申

報告

監督

報告

委員長の選任・
一部権限の委譲

投融資
   委員会*4

サステナビリティ
委員会

グループ・リスク・
コンプライアンス
委員会

ブランド
委員会

報告

メンバーの選任・
一部権限の委譲

報告

監査

連携

説明

説明 連携

監査役の
選任・解任

執行役員

株主総会

監査役室

指名報酬委員会

社外取締役比率
2／3

取締役会*1

社外取締役比率*2

5／9

コーポレート・ガバナンス体制図

コーポレート・ガバナンス体制

ソフトバンクグループでは、取締役会と監査役・監査役会を中心としたコーポレート・ガバナンス体制を構築しています。そして、取締役9名の 

うち5名を社外取締役（うち4名を独立社外取締役）にすることで取締役相互の監視機能を強化するとともに、取締役会の任意の諮問機関である 

指名報酬委員会の委員のうち過半数を独立社外取締役とすることにより、取締役の選解任、報酬に関する客観性、透明性を確保しています。 

また、監査役4名全員を社外監査役にすることで、より独立した立場からの監査を確保し経営に対する監視機能の強化を図っています。なお、コーポ 

レート・ガバナンスの強化を目的とした継続的な取り組みの一環として、2020年11月には、取締役会の体制変更と新たな執行役員の選任を実施し、

経営の意思決定機能と業務の執行機能分離により業務執行責任者の明確化を図っています。

ソフトバンクグループは独自の組織戦略 

「群戦略」の下、ASIの実現に不可欠な分野で

グループ会社（例えばソフトバンクやArm）へ

の投資を含む直接投資（子会社を通じた投資

を含む）に加え、投資ファンド（例えば SVF1、

SVF2および LatAm）への投資を通じて、生

成AI分野をリードする企業グループを構築

し、NAV（Net Asset Value）の向上に取り

組んでいます。 この過程において、各投資先

は自律的な成長を目指す一方、ソフトバンク

グループは、戦略的投資持株会社として当社 

グループのネットワークを活用しながら、投資

先同士による協業の促進を含めた支援を行

い、投資先各社の企業価値の向上を後押し

していきます。

また、ソフトバンクグループは、各投資先が

「ポートフォリオ会社のガバナンス・投資指針

に関するポリシー」に定める環境、社会、コー

ポレート・ガバナンス基準と実質的に同等の

基準により運営されていることを確認する、

または運営されるように合理的な努力を尽く

します。

グループ経営に関する考え方
および方針

監査役会

社外監査役比率*3

4／4

サステナビリティ：ガバナンス
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ソフトバンクグループの取締役会は、国籍・人種・性別・年齢などを踏まえつつ、企業経営に 

関する豊富な知識と経験やグローバルな視点等を持つ取締役で構成されています。取締役の員

数は、定款により上限を11名以内としています。2026年6月24日現在の取締役は9名（うち社

外取締役5名）で、2名が外国人、1名が女性となっています。

取締役会は3カ月に1回以上の頻度で開催することとし、取締役会への付議事項は「取締役会

規程」に定められ、法令で定められた事項のほか、一定金額以上の投融資・借入をはじめとした 

経営に関する重要事項などを決定しています。また、ソフトバンクグループは、迅速な意思決定

を目的として会社法第373条第1項に基づき特別取締役を設置しており、「重要な財産の処分お

よび譲受け」や「多額の借財」は、特別取締役により決議されます。

ソフトバンクグループは2024年度に9回、

2025年度に11回（いずれも書面決議による

回数を除く）の取締役会を開催し、主に以下

の内容について議論しました。

ソフトバンクグループは、取締役会における議論の質向上および重要案件に関する理解深化

を目的として、社外取締役向けに「エグゼクティブセッション」を実施しています。本セッションで

は、当社グループの重要事項に関する認識を共有し、取締役会における多角的かつ建設的な議

論につなげています。

対象者 代表取締役 会長兼社長執行役員、取締役および監査役の全員トピックス

評価方法 第三者機関を起用し、取締役会の構成・運営や取締役会を支える体制等について、対象者へのアンケー
トとインタビューを実施

評価の
結果

代表取締役 会長兼社長執行役員と取締役会の間に信頼関係と健全な牽制関係が保たれ、独立性と多
様性を備えた取締役会にて闊達な議論が行われており、取締役会の文化として定着していることを確認。
特に2025年度は重大な戦略投資について取締役会での討議・決議が続き、その過程においてエグゼク
ティブセッション実施による社外取締役へのビジョン・戦略の共有、十分な議論のための時間確保、各
取締役による積極的な問題提起など、取締役会がその職責を実効的に果たすよう最大限の努力を尽く
したことを確認。

分類 主な審議内容

ガバナンス 取締役の候補者および取締役の報酬、各委員会からの報告、
取締役会実効性評価、監査役監査報告・意見

内部管理（子会社管理を含む） コンプライアンス（利益相反取引の監督やコンプライアンス年度報告）、
リスク管理、内部統制・内部監査、子会社取引の承認等

事業報告 ポートフォリオの状況や各事業セグメントの状況報告
財務 資金調達、株主還元
投資 投資関連案件の検討
その他 株主総会、情報開示、サステナビリティ

取締役会の決議／報告事項の件数

サステナビリティ：ガバナンス

ソフトバンクグループは、2025年12月から2026年4月にかけて、取締役会全体の実効性を以

下の通り評価しました。

取締役会

エグゼクティブセッション

取締役会の審議状況

取締役会の実効性評価

取締役会議案上程フロー

議題の確定

レビュー

議案送付

取締役会

意見交換

・ CLO室およびリスク管理室による資料精査
・ 必要に応じて、法律事務所への相談を実施
・ 財務統括、管理統括、経理統括および法務統括による事前承認体制
・ 検討が不十分と判断された場合は、経営陣の意向にかかわらず、取締役会へ
の上程が見合わせられることもある

・ すべての取締役および監査役に議案を送付
・ 社外取締役および監査役に対して、個別の議案説明を必要に応じて実施
・ その際に出た質問・意見については、議案に反映

・ 当日は十分な時間をかけ活発な議論を行う（取締役のみが参加するオフサイト
ミーティングも実施）

・ 取締役会議長はすべての取締役に対して意見を求める
・ 取締役および監査役の意見を受け、適宜内容の修正や見直しが行われる

・ 社外取締役および監査役の定期意見交換会を毎四半期開催

2025年度（外）
2024年度（内）

26

28

27
20

23

23

2

20

14
13

19

13
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企業情報成長を支える経営基盤CFOメッセージトップメッセージソフトバンクグループとは目次 成長アセット 財務セクション

ソフトバンクグループは、取締役会が多様性を保ちながら積極的に議論や意思決定を行うに

は、取締役会に参加する取締役および監査役が多様な視点や経験と高度な専門性を有すること

が重要と考えています。2026年6月24日現在における取締役と監査役のスキル・マトリックス 

（ソフトバンクグループが期待するスキルセット）は以下の通りです。

ソフトバンクグループが特に期待する分野（最大3つ）

氏名 企業経営 金融・
M&A 財務会計 法律・ 

ガバナンス テクノロジー 学識経験

取締役 孫 正義

後藤 芳光

宮内 謙

レネ・ハース

松尾 豊

ケン・シーゲル

デビッド・チャオ

大橋 徹二

大森 美和

監査役 遠山 篤

中田 裕二

西橋 久仁子

金丸 祐子

（注） 1. 在任年数は2026年6月24日の株主総会終結時までの年数を記載しています。
 2. 所有株式数は、ソフトバンクグループとして実質所有を確認できた2026年6月1日時点の保有分について記載しています。
*5  後藤 芳光氏が2020年6月にソフトバンクグループの取締役に就任してからの年数は6年ですが、2014年6月より1年間取締役であった 
期間を通算した在任年数は7年です。

取締役

サステナビリティ：ガバナンス

所有株式数：1,865,511千株
在任年数：44年9カ月

1981年 9月 （株）日本ソフトバンク（現ソフトバンクグループ（株））設立、代表取締役社長
2005年 10月 Alibaba.com Corporation（現Alibaba Group Holding Limited）, Director 
2006年 4月 ボーダフォン（株）（現ソフトバンク（株））取締役会議長、代表執行役社長 兼 CEO
2016年 9月  ARM Holdings plc, Chairman and Executive Director
2017年 6月 ソフトバンクグループ（株）代表取締役会長 兼 社長
2020年 11月 同社代表取締役 会長兼社長執行役員（現任）
2021年 4月 ソフトバンク（株）創業者 取締役（現任）
2023年 8月 Arm Holdings plc, Chairman and Director（現任）

代表取締役
会長兼社長執行役員

孫 正義 

指名報酬委員

2006年 10月 NVIDIA Corporation, Vice President & General Manager  - Computing 
Products Business Unit

2013年 10月 ARM Holdings plc, Vice President of Strategic Alliances
2015年 1月 同社Executive Vice President & Chief Commercial Officer
2017年 1月 同社President of Arm’s IP Product Groups (IPG)
2022年 2月 Arm Limited, CEO and Director
2023年 6月 ソフトバンクグループ（株）取締役（現任）
2023年 9月 Arm Holdings plc, CEO and Director（現任）
2025年 1月 AstraZeneca PLC, Director
2026年 4月 SoftBank Group International, CEO（現任）

取締役

レネ・ハース
Rene Haas

所有株式数： -株
在任年数： 3年

1977年 2月 社団法人日本能率協会入職
1984年 10月 （株）日本ソフトバンク（現ソフトバンクグループ（株））入社
1988年 2月 同社取締役
2006年 4月 ボーダフォン（株）（現ソフトバンク（株））取締役、執行役副社長 兼 COO
2007年 6月 ソフトバンクモバイル（株）（現ソフトバンク（株））代表取締役副社長 兼 COO
2013年 6月 ソフトバンク（株）（現ソフトバンクグループ（株））代表取締役副社長
2015年 4月 ソフトバンクモバイル（株）（現ソフトバンク（株））代表取締役社長 兼 CEO
2018年 4月 ソフトバンクグループ（株）取締役（現任）
2018年 6月 ソフトバンク（株）代表取締役 社長執行役員 兼 CEO
2021年 4月 同社代表取締役会長
2023年 4月 同社取締役会長
2024年 4月 同社取締役特別顧問
2024年 6月 同社特別顧問（現任）

取締役

宮内 謙

所有株式数：2,512千株
在任年数：38年4カ月

取締役
専務執行役員 
CFO 兼 CISO

後藤 芳光 

1987年 4月 安田信託銀行（株）（現みずほ信託銀行（株））入行
2000年 6月 ソフトバンク（株）（現ソフトバンクグループ（株））入社
2006年 4月 ボーダフォン（株）（現ソフトバンク（株））取締役
2012年 7月 ソフトバンク（株）（現ソフトバンクグループ（株））常務執行役員財務部長
2013年 10月 福岡ソフトバンクホークス（株）代表取締役社長 CEO 兼 オーナー代行（現任）
2014年 6月 ソフトバンク（株）（現ソフトバンクグループ（株））取締役
2015年 6月 同社常務執行役員
2017年 6月 同社専務執行役員
2018年 4月 同社専務執行役員 CFO 兼 CISO
2020年 6月 同社取締役専務 CFO 兼 CISO 兼 CSusO
2020年 11月 同社取締役 専務執行役員 CFO 兼 CISO 兼 CSusO
2026年 4月 同社取締役 専務執行役員 CFO 兼 CISO（現任）
※CISO：最高情報セキュリティ責任者　※CSusO：チーフ・サステナビリティ・オフィサー所有株式数：1,514千株

在任年数：6年*5

2026年6月24日現在取締役および監査役のスキル・マトリックス
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企業情報成長を支える経営基盤CFOメッセージトップメッセージソフトバンクグループとは目次 成長アセット 財務セクション

ソフトバンクグループは、東京証券取引所が定める独立性基準に基づき独立社外取締役の選

定を行っています。取締役会は、企業価値向上に寄与する資質・能力、各専門分野に対する深い

知見を備えていることなどに加えて、取締役会での建設的な議論に積極的に参加し、臆すること

なく意見を述べることができる人物を独立社外取締役候補者に選定しています。各社外取締役

は独立性が十分に確保されている上、企業経営などに関する豊富な知識と経験を有しています。

各社外取締役はいずれも取締役会の議論に積極的に加わり、経営判断・意思決定を行っています。

社外取締役の活動状況または選任理由

氏名 活動状況または選任理由
2025年度の 
取締役会の 

出席率と出席状況*6

松尾 豊 活動
状況

長年にわたりAIの研究を行っており、AIに関する第一人者として、
AIをはじめとしたテクノロジーに関する豊富な知識と経験を有し
ていることから、その知識と経験に基づいた助言・提言を行って
います。また、任意の指名報酬委員会では、委員長として、独立
かつ客観的な立場から意見を述べ、取締役会への諮問にあたり
重要な役割を果たしています。

100％
11回／11回中

ケン・シーゲル 活動
状況

国際的な法律事務所の弁護士として、企業買収、合併および戦
略的提携等に関する豊富な知識と経験を有していることから、
その知識と経験に基づいた監督および提言を行っています。

100% 
9回／9回中*7

デビッド・チャオ 活動
状況

グローバルに事業を展開している企業において、投資ポートフォ
リオ管理やテクノロジー、マーケティング、財務戦略の開発等の
プロジェクトに従事し、また、国内通信会社の最高財務責任者、
最高技術責任者や投資会社の経営者を務めるなど、投資・テク
ノロジー・企業経営に関する豊富な知識と経験を有していること
から、その知識と経験に基づいた監督および提言を行っています。

100％
11回／11回中

大橋 徹二 選任
理由

グローバル企業の経営者として、重要な戦略的提携、買収等に
係る経営判断を行うなど、豊富な経験を有しています。また、建
設現場のデジタル化を推進するなど、技術変化の大きい事業環
境の下での企業経営に関する知見を有しています。当社グルー
プのさらなる成長のために、豊富な知識と経験を生かした監督
および提言を期待し、社外取締役として選任しています。

–

大森 美和 選任
理由

金融業界において長年にわたり業務に従事し、金融・投資分野
における豊富な知識と経験に加え、金融機関の経営者として経
営管理に関する経験を有しています。当社グループのさらなる
成長のために、豊富な知識と経験を生かした監督および提言を
期待し、社外取締役として選任しています。

–

*6 書面決議による取締役会の回数は除いています。
*7 ケン・シーゲル氏の取締役会への出席状況は、同氏が特別利害関係を有する議案のみを審議および決議した取締役会を除いた回数を
分母として算定しています。

サステナビリティ：ガバナンス

社外取締役の独立性判断基準および資質 社外取締役 2026年6月24日現在

社外取締役

松尾 豊 

2002年 4月 独立行政法人産業技術総合研究所 
  （現国立研究開発法人産業技術総合研究所）研究員
2005年 8月 スタンフォード大学客員研究員
2007年 10月 東京大学大学院工学系研究科准教授
2017年 6月 一般社団法人日本ディープラーニング協会 代表理事（現任）
2019年 4月 東京大学大学院工学系研究科教授（現任）
2019年 6月 ソフトバンクグループ（株）取締役（現任）
2025年 6月 パナソニックホールディングス（株）取締役（現任）

所有株式数： - 株
在任年数：7年

独立役員 指名報酬委員

独立役員

独立役員

指名報酬委員

1986年 8月 Morrison & Foerster LLP 入所
1994年 1月 同所Partner
1996年 8月 モリソン・フォースター東京オフィス（モリソン・フォースター外国法事務弁護士事務所）
  マネージングパートナー（現任）
2009年 1月 Morrison & Foerster LLP, Member of Executive Committee
2009年 1月 同所Board Director, Member of Executive Committee（現任）
2021年 6月 ソフトバンクグループ（株）取締役（現任） 

社外取締役

ケン・シーゲル
Kenneth A. Siegel

所有株式数： - 株
在任年数：5年

社外取締役

デビッド・チャオ
David Chao

1988年 6月 （株）リクルート（現（株）リクルートホールディングス）入社
1989年 6月 アップルコンピュータ（株）（現Apple Japan合同会社）入社
1993年 8月 米国マッキンゼー・アンド・カンパニー（McKinsey & Company, Inc.）入社
1996年 5月 日本通信（株）共同設立者 兼 CTO
1997年 1月 DCM Ventures, Co-Founder and General Partner（現任）
2022年 6月 ソフトバンクグループ（株）取締役（現任）

所有株式数： 38千株
在任年数：4年

社外取締役

大橋 徹二

1977年 4月 （株）小松製作所入社
2004年 1月 コマツアメリカ（株）（Komatsu America Corp.）社長 兼 COO
2007年 4月 （株）小松製作所執行役員
2009年 6月 同社取締役 兼 常務執行役員
2013年 4月 同社代表取締役社長 兼 CEO
2019年 4月 同社代表取締役会長
2020年 3月 ヤマハ発動機（株）取締役
2021年 6月 （株）野村総合研究所取締役（現任）
2022年 3月 アサヒグループホールディングス（株）取締役（現任）
2022年 4月 （株）小松製作所取締役会長
2025年 6月 同社特別顧問（現任）
2026年 6月 住友化学（株）取締役（現任）
2026年 6月 ソフトバンクグループ（株）取締役（現任）所有株式数： - 株

在任年数： - 年

（注） 1. 在任年数は2026年6月24日の株主総会終結時までの年数を記載しています。
 2. 所有株式数は、ソフトバンクグループとして実質所有を確認できた2026年6月1日時点の保有分について記載しています。

独立役員
社外取締役

大森 美和

1987年 4月 住友信託銀行（株）（現三井住友信託銀行（株））入行
1995年 8月 メリルリンチ証券会社（現BofA証券（株））入社
2009年 6月 三菱UFJメリルリンチPB証券（株）（現三菱UFJモルガン・スタンレー証券（株）） 
  代表取締役社長 兼 最高経営責任者
2013年 5月 メリルリンチ日本証券（株）（現BofA証券（株））取締役副会長
2014年 8月 バンク・オブ・アメリカ・エヌ・エイ東京支店 日本における代表 兼 支店長
2020年 9月 RGA リインシュアランスカンパニー日本支店
  日本における代表 兼 最高経営責任者
2024年 6月 みずほ証券（株）取締役（監査等委員）（現任）
2026年 6月 ソフトバンクグループ（株）取締役（現任）所有株式数： - 株

在任年数： - 年
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企業情報成長を支える経営基盤CFOメッセージトップメッセージソフトバンクグループとは目次 成長アセット 財務セクション

ソフトバンクグループは、業務執行機能の一層の強化を図るために執行役員制度を導入して

います。また、経営の意思決定機能と業務の執行機能を分離し、業務執行責任者を明確にしてい

ます。

組織図 2026年6月24日現在

取締役会

代表取締役
会長兼社長執行役員

孫 正義

監査役会

監査役

監査役室

社長室

CEOプロジェクト室

新規事業室

財務統括

CFO室

財務企画部

キャピタルマーケット部

IR部

関連事業部

投資企画部

法務統括

コンプライアンス部

CLO室

プロジェクト法務部

コーポレート法務部

リスク管理室

内部監査室

サステナビリティ部

経理部

税務室

内部統制室
経理統括

広報統括 広報室

管理統括

サステナビリティ：ガバナンス

人事部

総務部

情報システム部

株主総会

執行役員制度

執行役員 2026年6月24日現在

代表取締役
会長兼社長執行役員

孫 正義 

取締役
専務執行役員
CFO 兼 CISO
財務統括 兼 管理統括
※CISO：最高情報セキュリティ責任者 

後藤 芳光 

常務執行役員 
CAO 兼 CSusO
経理統括
※CAO：最高経理責任者

君和田 和子 

執行役員
財務統括 CFO室長

師岡 誠一

執行役員
社長室長

間片 克政

執行役員
財務統括
キャピタルマーケット部長

川村 玲子
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企業情報成長を支える経営基盤CFOメッセージトップメッセージソフトバンクグループとは目次 成長アセット 財務セクション

監査役は、取締役会への出席を通じ、取締役会の意思決定の状況および取締役会の各取締 

役に対する監督義務の履行状況を監視し検証しています。さらに、取締役の職務執行について

監査するため、取締役や従業員、主要な子会社の監査役などから定期的に報告を受けるとともに、

必要に応じて聴取などを行っています。監査役会は、社外監査役4名で構成され（常勤監査役2名、

非常勤監査役2名）、その議長は2015年6月から常勤監査役を務める遠山 篤です。監査役会は

原則として月1回開催し、監査方針・監査計画を定めるほか、常勤監査役のみが出席した社内外

の各種ミーティングなどについて非常勤監査役に報告しています。また、各年度の監査計画の内

容、その中間監査状況および監査結果について、取締役会にて説明しています。さらに毎年度会

計監査人の再任の適否を判断しています。全監査役の業務をサポートする組織として監査役室

を設置しており、専任のスタッフ3名が監査役の指示の下で情報収集および計算書類等・稟議・

自己株式・株主総会関連その他各種調査などを行っています。

サステナビリティ：ガバナンス

（注） 1. 在任年数は2026年6月24日の株主総会終結時までの年数を記載しています。
 2. 所有株式数は、ソフトバンクグループとして実質所有を確認できた2026年6月1日時点の保有分について記載しています。

社外監査役の活動状況

氏名 活動状況
2025年度の出席率と出席状況
取締役会*8 監査役会

遠山 篤 米国カリフォルニア州公認会計士としての豊富な知識と経
験に基づく専門的な見地から必要な発言を行っています。

100%
11回／11回中

100%
13回／13回中

中田 裕二
金融機関におけるリスク管理の責任者としての豊富な知識
と経験に基づく専門的な見地から必要な発言を行ってい 
ます。

100%
11回／11回中

100%
13回／13回中

西橋 久仁子 公認会計士としての豊富な知識と経験に基づく専門的な見
地から必要な発言を行っています。

100%
9回／9回中

100%
11回／11回中

金丸 祐子 弁護士としての豊富な知識と経験に基づく専門的な見地か
ら必要な発言を行っています。

88.9%
8回／9回中

100%
11回／11回中

（注） 西橋 久仁子氏および金丸 祐子氏については、2025年６月27日就任後の状況を記載しています。
*8 書面決議による取締役会の回数は除いています。

監査役および監査役会 監査役 2026年6月24日現在

1977年 9月 プライスウォーターハウス（現プライスウォーターハウスクーパース） 
  サンフランシスコ事務所入所
1981年 8月 米国カリフォルニア州公認会計士登録
2006年 6月 あらた監査法人（現PwC Japan有限責任監査法人）パートナー
2015年 6月 ソフトバンク（株）（現ソフトバンクグループ（株））常勤監査役（現任）

常勤社外監査役
独立役員

遠山 篤
米国カリフォルニア州
公認会計士

独立

所有株式数： - 株
在任年数：11年

常勤社外監査役
独立役員

中田 裕二 

1983年 4月 野村證券（株）入社
2007年 4月 同社執行役
2007年 4月 ノムラ・アジア・ホールディングスN.V. COO
2008年 4月 野村ホールディングス（株）執行役／グローバル・マーケッツ部門
2008年 11月 野村證券（株）執行役員リスク・マネジメント担当
2016年 4月 野村ホールディングス（株）執行役 グループ・エンティティ・ストラクチャー担当 兼
  Co-CRO
2017年 4月 野村證券（株）代表執行役副社長
2019年 5月 野村ホールディングス（株）執行役 リスク管理統括責任者（CRO）
2020年 4月 （株）野村資本市場研究所シニア・アドバイザー
2021年 6月 ソフトバンクグループ（株）常勤監査役（現任）

独立

所有株式数： - 株
在任年数：5年

独立
社外監査役
独立役員

西橋 久仁子
公認会計士

1983年 10月 監査法人中央会計事務所入所
1987年 3月 公認会計士登録
2000年 8月 中央青山監査法人 パートナー
2007年 7月 新日本監査法人（現EY新日本有限責任監査法人）パートナー
2008年 7月 同法人シニアパートナー
2018年 7月 みのり監査法人 ディレクター
2019年 3月 同法人パートナー
2022年 3月 （株）I-ne 取締役（監査等委員）
2025年 6月 （株）住友倉庫 監査役（現任）
2025年 6月 ソフトバンクグループ（株）監査役（現任）所有株式数： - 株

在任年数：1年

独立 2006年 10月 弁護士登録
  森・濱田松本法律事務所（現森・濱田松本法律事務所外国法共同事業）入所
2013年 2月 米国ニューヨーク州弁護士登録
2018年 1月 森・濱田松本法律事務所（現森・濱田松本法律事務所外国法共同事業） 
  パートナー弁護士
2023年 1月 外苑法律事務所 パートナー弁護士（現任）
2023年 6月 （株）エーアイ 取締役（監査等委員）（現任）
2023年 7月 HEROZ（株）取締役（監査等委員）（現任）
2024年 6月 MIRARTHホールディングス（株）取締役（現任）
2025年 6月 ソフトバンクグループ（株）監査役（現任）

社外監査役
独立役員

金丸 祐子
弁護士

所有株式数： - 株
在任年数：1年
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企業情報成長を支える経営基盤CFOメッセージトップメッセージソフトバンクグループとは目次 成長アセット 財務セクション

ソフトバンクグループは、金融商品取引法に基づく会計監査契約を、有限責任監査法人トーマ

ツと締結しています。2025年度において業務を執行した公認会計士の氏名、継続監査期間、監

査業務に係る補助者の構成ならびに監査法人の選定方針および監査役会による監査法人の評

価は以下のとおりです。

業務を執行した公認会計士の氏名

指定有限責任社員 業務執行社員：國本 望、平野 礼人、増田 裕介

継続監査期間

20年間

監査業務等に係る補助者の構成

公認会計士33名、その他50名

監査法人の選定方針および監査役会による監査法人の評価

監査役会は、監査役監査規程において、会計監査人を適切に選定、評価するための基準を

定めています。当該基準に基づいて、会計監査人の職務の遂行が適正に行われることを確保

するための体制、会計監査人に求められる独立性、世界的ネットワークの有無を含む会計監査

人の専門性等を勘案し、毎年度会計監査人の再任の適否を判断しており、2025年度も再任

が適当と判断しています。再任が不適当と判断された場合は、当該基準に基づいて、他の会

社における監査実績等についても勘案の上、会計監査人候補者を検討することとしています。

なお、監査役会は、会計監査人の解任または不再任の決定方針として、会計監査人が会社

法第340条第1項各号に定める項目のいずれかに該当すると認められる場合は、監査役全員

の合意に基づき監査役会が会計監査人を解任する旨、その他会計監査人の適格性、独立性を

害する事由の発生により、適正な監査の遂行が困難であると認められる場合は、監査役会が

会計監査人の解任または不再任を株主総会に提案する旨、決議しています。

その他の重要な監査証明業務に基づく報酬の内容

該当事項はありません。

監査役会が会計監査人の報酬等に同意した理由

監査役会は、日本監査役協会が公表する「会計監査人との連携に関する実務指針」を踏まえ、

会計監査人の監査計画の内容、会計監査の職務遂行状況および報酬見積りの算出根拠など

を確認し、検討した結果、会計監査人の報酬等につき会社法第399条第1項の同意を行ってい

ます。

監査公認会計士等と同一のネットワーク（Deloitte Touche Tohmatsu Limited）に対する報酬
（「監査公認会計士等に対する報酬の内容」を除く）

監査証明業務に基づく報酬（百万円） 非監査業務に基づく報酬（百万円）
ソフトバンクグループ － 2

連結子会社 5,031 158

合計 5,031 160

（注）  ソフトバンクグループにおける非監査業務の内容は、税務等に対するアドバイザリー費用です。また、ソフトバンクグループの連結子
会社における非監査業務の内容は、主に税務等に対するアドバイザリー費用です。

監査証明業務に基づく報酬（百万円） 非監査業務に基づく報酬（百万円）
ソフトバンクグループ 984 322

連結子会社 5,011 592

合計 5,995 914

（注）  ソフトバンクグループにおける非監査業務の内容は、社債発行時のコンフォートレター作成業務およびSSBJ基準適用に向けた準備
支援です。また、ソフトバンクグループの連結子会社における非監査業務の内容は、主に社債発行時のコンフォートレター作成業務お
よび非財務情報の信頼性確保に関する助言・指導業務等です。

監査公認会計士等に対する報酬の内容

サステナビリティ：ガバナンス

会計監査人

会計監査の状況

監査報酬の内容等（2025年度）
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企業情報成長を支える経営基盤CFOメッセージトップメッセージソフトバンクグループとは目次 成長アセット 財務セクション

監査役は、会計監査人（有限責任監査法人トーマツ）から監査計画、期中レビュー、監査結果な
どについて定期的に説明を受けるとともに、必要に応じて情報・意見交換を行うなどして、連携を
図っています。また、ソフトバンクグループの内部監査を担当する内部監査室から、監査計画、社
内各部門・主要な子会社の内部監査の結果などについて説明を受けるとともに、必要に応じて
情報・意見交換を行うなどして、連携を図っています。
会計監査人は、内部監査室から監査計画について説明を受けているほか、必要に応じて内部
監査の結果などについても説明を受けています。内部監査室は、会計監査人から監査結果など
について定期的に説明を受けています。このほかにも両者は必要に応じて情報・意見交換を行う
などして、連携を図っています。

指名報酬委員会は、取締役会の任意の諮問機関として、指名および報酬に関する事項などに
ついて審議し、取締役会およびその他適切な決裁機関に意見具申することを目的としています。
委員は、取締役会が取締役から選任し、委員のうち過半数を独立社外取締役とし、独立性・客観
性を高めています。現在は、委員長（独立社外取締役 松尾 豊）および委員２名（独立社外取締役 

デビッド・チャオおよび代表取締役 会長兼社長執行役員 孫 正義）で構成されています。同委員
会は定例委員会および特別委員会から成り、定例委員会は原則として４月、特別委員会は必要
に応じて開催しています。2025年度においては指名報酬委員会を計2回開催し、全2回とも委員
全員出席しました。

サステナビリティ委員会は、当社およびグループ会社のサステナビリティに関する課題や推進
方針等を継続的に議論することを目的として取締役会により設置されています。同委員会は、
取締役会で選任されたチーフ・サステナビリティ・オフィサー（CSusO）が委員長（常務執行役員  

君和田 和子）を務め、委員長および委員長が指名した委員4名（取締役 専務執行役員 後藤 芳
光、法務統括 玉田 豊、リスク管理室長 市村 清および人事部長 櫻井 康晴）で構成されています。
同委員会では「サステナビリティ委員会運営規程」に定められたサステナビリティに関する事項
について議論を行います。同委員会への付議事項やその議論結果等については、「取締役会規程」
に基づき適宜取締役会へ報告されます。

GRCCは、当社およびグループ会社のリスク管理およびコンプライアンスプログラムを監督し、
その重要課題や推進方針等を継続的に議論することを目的として取締役会により設置されてい
ます。同委員会は、取締役会で選任されたグループ・コンプライアンス・オフィサー（GCO）が委
員長（法務統括 玉田 豊）を務め、委員長および委員長が指名し代表取締役の事前承認を受けた
委員2名（取締役 専務執行役員 後藤 芳光および常務執行役員 君和田 和子）で構成されていま
す。GRCCでは「GRCC運営規程」に定められるソフトバンクグループとグループ会社のリスク管
理やコンプライアンス活動に関する事項について審議を行います。同委員会の決裁の可決には
過半数の賛成が必要となり、同委員会への付議事項やその議論結果等については、「取締役会
規程」に基づき、定期的（最低でも年1回）に取締役会に報告されます。

サステナビリティ：ガバナンス

ブランド委員会は、取締役会から権限委譲されたソフトバンクブランドにかかわる事項の意思
決定および管理を適切に行うことを目的としています。同委員会は、取締役会で選任された委員長
（取締役 専務執行役員 後藤 芳光）および委員長が任命した委員４名（常務執行役員 君和田 和
子、CLO室長 大賀 夏子、広報室長 抜井 武暁および総務部長 飯田 達矢）で構成されています。
同委員会はソフトバンクブランドの使用許諾など、「ブランド委員会規程」に定められた事項の決
議を行い、その可決には全メンバーの賛成が必要です。また、同委員会のすべての決裁結果は
取締役会へ報告されます。

ブランド委員会

投融資委員会

指名報酬委員会

グループ・リスク・コンプライアンス委員会（GRCC）

サステナビリティ委員会

投融資委員会は、機動的に企業活動を行うため、取締役会から権限委譲された事項について
意思決定を行うことを目的としています。同委員会は、取締役会で選任された委員5名（代表取
締役 会長兼社長執行役員 孫 正義、取締役 専務執行役員 後藤 芳光、常務執行役員 君和田 

和子、執行役員 師岡 誠一および執行役員 間片 克政）で構成されています。同委員会は一定金
額未満の投融資・借入など、「投融資委員会規程」に定められた事項の決議を行い、その可決に
は過半数の賛成が必要です。可決された議案について、反対した構成メンバーが必要と認めた
場合は、当該議案を取締役会に付議することができます。また、同委員会のすべての決議結果は
取締役会へ報告されます。

監査役、会計監査人、内部監査部門の連携状況 任意の各委員会

取締役会から委譲された事項の意思決定を行う各委員会
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企業情報成長を支える経営基盤CFOメッセージトップメッセージソフトバンクグループとは目次 成長アセット 財務セクション

役員報酬の構成
構成 内容 概要

取締役の
総報酬*9

固定報酬 基本
報酬

 個人別に年額を定め毎月現金で定額を支給
 報酬額は、各役員の常勤・非常勤の別、役職や担当業務等を総合的に 
勘案し、個別決定

業績連動
報酬等*10

現金
賞与

短期業績に対するインセンティブ
 現金賞与は在任期間中における職務執行の対価として、事業年度ごと
に支給

株式
報酬

（非金銭
報酬等）

中長期の企業価値向上に向けたインセンティブ
 継続的な経営努力を促すとともに、株価向上による株主との利害の共有
を図ることを目的とし、新株予約権方式によるストックオプションを付与
 新株予約権の内容は、通常型ストックオプション（行使価額は付与時の
市場株価を基礎として算定）と株式報酬型ストックオプション（行使価
額は1円ないし払込を要さない）とし、新株予約権を行使することがで
きる期間は割当日の翌日から10年以内の範囲で定める

*9 社外取締役の報酬を除きます。
*10 現金賞与の報酬額および株式報酬の付与個数は、事業活動の成果に報いるため複数の業績指標を踏まえて決定しています。具体的
には、各役員の発揮能力や成果に基づく個人業績と、連結業績・株価・NAV（Net Asset Value）等の会社業績を総合的に勘案し、個別
決定します。

サステナビリティ：ガバナンス

役員の報酬等の額またはその算定方法の決定に関する方針に係る事項

ソフトバンクグループの役員報酬は、「情報革命で人々を幸せに」という経営理念を実現する
ため、志をともにするグローバルタレントを惹きつけるに足る市場競争力のある報酬水準となる
よう、専門機関による報酬調査結果を参考にしつつ、各役員の社会的・相対的地位およびソフト
バンクグループへの貢献度等を勘案し、取締役会が方針を決議しています。個人別の報酬額は 

「役員報酬の決定機関と決定プロセス」に記載する手順に基づいて決定します。子会社・グルー
プ会社の役員を主たる職務とする取締役の報酬は、同志的結合を通じて共に成長していく 

「群戦略」に基づいて各社の報酬ポリシーを尊重の上決定し、子会社・グループ会社から支給さ
れます。なお、社外取締役および監査役は、業務執行から独立した立場であるため、固定報酬
のみ支給されます。

役員報酬制度の全体像

（注） １． 上記のほか、社外役員がソフトバンクグループ子会社から2025年度において役員として受けた報酬等はありません。
  ２． 社外監査役には、2025年６月27日付で退任した２名が含まれています。

役員区分ごとの報酬等の総額（2025年度）

役員区分 支給人員
（名）

報酬等の種類別の総額（百万円）
報酬等の総額
（百万円）固定報酬

（基本報酬）
業績連動
報酬等（賞与） その他

取締役（社外取締役を除く） 4 232 504 1 737
社外取締役 5 200 – – 200
社外監査役 6 90 – – 90
合計 15 522 504 1 1,027

（注） １． 在任期間中の連結報酬等の総額が1億円以上である者に限定して記載しています。
  ２． 会社区分とそれぞれの連結報酬等の種類別の額は、各役員と当社グループの報酬に係る契約に基づいて記載しています。

連結報酬等の総額が1億円以上である者の連結報酬等の総額等（2025年度）

氏名 連結報酬等の総額
（百万円）

役員
区分 会社区分

連結報酬等の種類別の総額（百万円）
基本報酬 賞与 株式報酬 その他

孫 正義 100 取締役 ソフトバンクグループ 12 88 – –
後藤 芳光 501 取締役 ソフトバンクグループ 84 416 – 1

レネ・ハース 6,139 取締役
ソフトバンクグループ 96 – – –

Arm Limited 204 394 5,268 178

*11 2018年6月20日開催の第38回定時株主総会で決議。決議時の取締役の員数は12名（うち社外取締役は3名）
*12 2025年6月27日開催の第45回定時株主総会で決議。通常型ストックオプションと株式報酬型ストックオプションを合わせて50,000個
（新株予約権の目的である株式は普通株式20,000,000株。株式数は、2026年1月1日付株式分割による変更後のもの）を上限とする。
決議時の取締役の員数は9名（うち社外取締役は5名）

*13 2021年6月23日開催の第41回定時株主総会で決議。決議時の監査役の員数は4名（うち社外監査役は4名）

役員報酬は、前述の報酬ポリシーに則していることや合理性・妥当性が認められることを確認し、
株主総会決議で承認された総報酬額の範囲において支給されます。総報酬額は、取締役が現金
報酬の上限50億円*11と株式報酬の上限50億円*12、監査役が上限1億6,000万円*13と決議され
ています。
当該事業年度における取締役の報酬は、創業者でありソフトバンクグループの業績を統括する
代表取締役 会長兼社長執行役員（孫 正義）が取締役会の任意の諮問機関である指名報酬委員
会の審議内容を踏まえ、前事業年度に係る定時株主総会終了後の取締役会決議による委任の
範囲内で決定しています。指名報酬委員会は、報酬決定に関する合理性および妥当性の確保を
目的とし、決定方針との整合性を含めた多角的な検討を行い、その審議内容を取締役会に報告
しています。取締役会は審議内容が決定方針に沿うものと判断しています。当該事業年度にお
ける各監査役の報酬は、独立性を確保するため、前事業年度に係る定時株主総会終了後、監査
役の協議により決定しました。

役員報酬の決定機関と決定プロセス
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企業情報成長を支える経営基盤CFOメッセージトップメッセージソフトバンクグループとは目次 成長アセット 財務セクション

ソフトバンクグループは、戦略的投資持株会

社として安心・安全なデジタル社会を実現・牽

引するため、当社グループにおいて情報セキュ

リティ強化に向けた取り組みを進めています。

■ 情報セキュリティポリシー

グループ会社の経営の独立性を尊重しつ

つ、全体の業務適正を確保するため、情報セ

キュリティリスクを継続的かつ効率的に管理

する体制を構築しています。本ポリシーは、 

当社およびその役職員が順守すべき原則を

定めるものです。法令順守の下、情報資産を

適切に保護・管理し、AI活用に伴う新たなリ

スクや近年のサイバー攻撃・情報セキュリティ

インシデントも踏まえ、組織的、物理的、人的

および技術的対策を講じるとともに、その実

効性を確保するため継続的に見直します。

■ 情報セキュリティガバナンス体制の構築

当社グループの情報セキュリティを推進・強

化するため、ソフトバンクグループの取締役で

ある後藤 芳光を「最高情報セキュリティ責任

者（CISO）」に任命し、情報セキュリティガバナ

ンス体制を整備しています。

当社グループで重大な情報セキュリティ 

インシデントが発生した場合には、CISOによ

る統制の下、担当部署が迅速かつ適切に対

応・復旧を行います。また、従業員は、情報セ

キュリティインシデント、脆弱性、または不審な

挙動を発見した際には、速やかに上司または

情報セキュリティ管理担当者へ報告すること

とし、報告を受けた対応責任者が初動対応の

要否を判断・実施します。さらに、再発防止を

徹底するために、発生したインシデントの原因

を分析し、今後の課題を洗い出すとともに、情

報セキュリティ戦略への反映や役職員へのセ

キュリティ教育内容の改善にも活用しています。

■ 情報セキュリティリスク管理

ソフトバンクグループは、体系的なリスクマ

ネジメントプロセスに基づき、グループ全体

の情報セキュリティリスクを継続的に把握・評

価し、対策の有効性評価を通じて重要度に応

じた対応を行うことで、事業への影響低減と

レジリエンス強化を推進しています。

■ 対策方針

ソフトバンクグループは、情報セキュリティリ

スクを適切に管理するため、体系的なリスク

マネジメントプロセスを構築・運用しています。

グループ全体のリスクについては、定期的な

評価プロセスと外部評価機関の分析を通じて

可視化を行っています。重大リスクについて

は原因および影響を分析の上対策を講じ、脅

威・脆弱性情報の収集・共有により早期対応を

図るとともに、AIを含む新たな技術領域につ

いても、利用実態や業務影響を踏まえた統制

の在り方の検討を進めています。さらに、多

層的な防御と検知・対応・復旧の各機能を組

み合わせるとともに、対策の運用状況や適用

範囲の妥当性を定期的に点検し、継続的な改

善を推進しています。また、グループ会社との

連携および情報共有体制の強化にも取り組

んでいます。

情報セキュリティガバナンス体制図

グループ各社CISO

ソフトバンクグループ
取締役会

最高情報セキュリティ責任者
（CISO）

グループ情報セキュリティ委員会

報セキュリティの脅威や対策について情報交

換を行うとともに、各社の知見や技術動向も

踏まえながら、必要なセキュリティ対策やシス

テムの導入・活用を進めています。

■ 情報セキュリティ強化に向けた取り組み
　（米国NIST CSF）*14

ソフトバンクグループは、米国NIST CSFお

よび ISMS（ISO/IEC 27001）に基づいてサイ

バーセキュリティ対策を推進し、識別・防御・検

知・対応・復旧の各機能を踏まえた多層的な対

策を実施しています。また、AIを含む新たな技

術領域への対応力強化にも取り組んでいます。

■ 情報セキュリティ強化へ向けた取り組み
　（日本 IT団体連盟二つ星認定）

国内においては、日本 IT団体連盟より、グ

ループ全体のサイバーセキュリティへの取り

組み姿勢および情報発信が評価され、最高

格付けである「二つ星認定」を3年連続で取得

しました。継続的な改善を通じて、情報セキュ

リティ体制の強化に取り組んでいます。

*14 NIST CSF（Cybersecurity Framework）は、米国国立標準
技術研究所（NIST）が定める、サイバーセキュリティリスク管
理の基準、ガイドライン、ベスト・プラクティスを集約した 
フレームワークです。

情報セキュリティに関する最新の情報は、当社ウェブサイト 
「情報セキュリティ」をご覧ください。

日本 IT団体連盟による評価に関する情報は、当社ウェブサ
イト「サステナビリティに関する社外からの主な評価」をご覧
ください。

サステナビリティ：ガバナンス

■ グループ会社や投資先との連携

ソフトバンクグループは、グローバルに展

開するグループ各社や投資先と定期的に情

情報セキュリティ強化へ向けた
具体的取り組み

情報セキュリティ
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企業情報成長を支える経営基盤CFOメッセージトップメッセージソフトバンクグループとは目次 成長アセット 財務セクション

ソフトバンクグループは、株主や投資家（株

式投資家および債券投資家）との建設的な

対話を促進するため、取締役 専務執行役員

の管掌の下、専任部署である IR部（2026年

6月1日現在、IR部長以下17名）を中心に、

経理、財務、法務、総務などの関連部署と密

接に連携しつつ、IR活動を行っています。株

主や投資家との対話については、取締役 専

務執行役員 CFOをはじめとするマネジメント

や IR部が対応しています。

■ 株主や投資家の意見・懸念の経営陣や
 取締役会に対するフィードバックの実施状況

株主や投資家から寄せられた意見や懸念

は、タイムリーに取りまとめた上でトップマネ

ジメントや関連部門に報告し、施策への反映

や情報開示・メッセージングの改善に活用する

「フィードバックループ」の好循環につなげる

よう努めています。このほか、取締役会にも、

対話で得られた意見や懸念、株主の保有動

向について定期的に報告しています。

ソフトバンクグループは、東京証券取引所

からの2023年3月31日付の要請に基づき、

実施状況をウェブサイトにて開示しています。

最新の IR情報は当社ウェブサイト「株主・投資家情報（IR）」
をご覧ください。

株価を意識した経営の実施状況については当社ウェブサイト
「株主・投資家情報（IR）」をご覧ください。

株主との建設的な対話に関する
方針

株価を意識した経営の実施状況

サステナビリティ：ガバナンス

2023年度 2024年度 2025年度
743 804 965

機関投資家／アナリスト面談数 

当社の成長戦略および各重点領域*15における 
取り組み
財務健全性・資金調達方針
 ・  大型投資の実行に向けた資金調達方法および 

LTVマネジメントの考え方
 ・  保有資産の資金化・売却方針およびタイミング
 ・  ①成長投資、②株主還元、③財務改善のバラ
ンスや優先順位の考え方

*15 AIモデル・AIチップ・AIインフラ・フィジカルAI

対話の主なテーマや株主の関心事項
（2026年6月末現在）

・ CFOインタビュー動画のウェブサイト掲載
  （ショートビデオ形式）
・ 各種決算イベントのQ&A書き起こしの公開
・ Arm事業説明会の開催

海外投資家向け情報発信

主な活動状況

証券会社主催カンファレンスでのCFOによる対談の様子

個人投資家向け説明会における IR部長による講演の様子

IR部の重要なミッションの一つは、株主や投資家に語るナラティブを経営陣と共に作り、

自らの言葉で語ることです。ナラティブでは「われわれは何者か、そしてわれわれはどこへ行

くのか」を語ることが重要です。「われわれは何者か」を語る上では、聞き手に分かりやすい

必要があります。直近の決算発表でAIモデル、AIチップ、AIインフラ、フィジカルAIという

4つの重点領域を示したことで、分かりやすくなったとの評価を得ました。また「われわれは

どこへ行くのか」を語る上では、事実を伝えるだけでなく、なぜそのようなアクションを取っ

ているか、その理由や背景も伝えねばなりません。例えば当社がデータセンターや電力設備

の建設に取り組んでいる理由を投資家の皆様からよく聞かれます。世界中でAI関連の計算

能力がひっ迫しており、その確保こそがAI

の進化やわれわれのNAVの中長期的成長

に大きく寄与すると説明するとご理解いた

だけます。聞き手にとって分かりやすく、わ

れわれのアクションの理由や背景も含めた

ナラティブを語っていきたいと考えます。

IR部長メッセージ

大濵 順
IR部長
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企業情報成長を支える経営基盤CFOメッセージトップメッセージソフトバンクグループとは目次 成長アセット 財務セクション

当社グループの税務ポリシーは、ソフトバンクグループおよびその子会社が事業を行うにあたっ 

て、順守すべき税務に関する原則を定めたものです。本ポリシーは、ソフトバンクグループの取

締役会で決議されており、当社グループの税務に関する業務執行体制、リスク管理体制、事業に

関わるすべての税務関連法令を順守すること、適切な納税と税コストの適正化に取り組むこと、

税務当局と良好な関係を構築することなどを明示しています。当社グループは、各国の法令に 

則った事業活動を行うとともに、適正な納税義務を果たし、経済および社会の発展に貢献して 

いきます。

税務リスク管理

経理統括およびグループ各社の税務関連部門は、外部専門家の知見を有効に活用し、常に国

内外の税務関連法令や国際基準などの最新情報の把握を行い、積極的な税務リスクの予見に努

めます。また、予見した税務リスクについては、対応策の検討を行い、リスクを最小限に抑えるこ

とに努めます。当社グループについて重大な税務リスクが顕在化した場合は、グループ各社は直

ちに経理統括に報告するものとし、経理統括は速やかにソフトバンクグループの取締役会および

監査役会に報告するとともに、必要に応じてグループ各社と連携し、適切な対処に努めます。

■ 方針

ガバナンス

当社グループでは、ソフトバンクグループの経理統括（以下「経理統括」といいます）の責任者

が税務の責任者を務め、経理統括を当社グループの税務関連業務を統括する組織とします。グ

ループ各社は、税務に関する専門部門または専門の担当者（以下「税務関連部門」といいます）を

置き、経理統括と密接に連携し、日常的な税務管理を行います。経理統括は、当社グループの税

務業務執行状況をソフトバンクグループの取締役会および監査役会に定期的に報告し、監督を

受けることで、適正な税務関連業務の執行体制を確保します。

法令順守

当社グループは、事業活動を行う際に関連するすべての税務関連法令を順守するとともに、経

済協力開発機構（OECD）による「税源浸食と利益移転に係る行動計画」（BEPS行動計画）に基づ

く対応を行い、適正な納税を行います。また、移転価格税制については、アームズ・レングス原則

を含む、OECDの「移転価格ガイドライン」を順守した対応を行います。

適切な納税と税コストの適正化

当社グループは、事業にかかわるすべての税務関連法令を順守するとともに、事業を展開する

各国の税法により許容される優遇税制の活用や二重課税の排除などを通じて、適切な納税と税

コストの適正化に取り組み、企業価値の向上に努めます。

税務当局との関係

当社グループは、国内外の税務当局（以下「当局」といいます）と健全かつ良好な関係を構築し、

当局に対して当社グループの税務の状況を事実に基づき真摯に説明します。また、特定の事案

について当局との間に見解の相違が生じた場合は、建設的な話し合いを通じてその解消に努め

ます。

■ 所管部門

本ポリシーの所管部門は、ソフトバンクグループの経理統括とします。

■ 改正ないし廃止

本ポリシーの重要な改正または廃止には、ソフトバンクグループの取締役会による決議が必要

となります。

税務ポリシーの全文は当社ウェブサイト「税務に対する取り組み」をご覧ください。

サステナビリティ：ガバナンス

税務に対する取り組み

税務ポリシー（2022年7月29日施行）
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企業情報成長を支える経営基盤CFOメッセージトップメッセージソフトバンクグループとは目次 成長アセット 財務セクション

純粋持株会社であるソフトバンクグループ単体の営業収益の大半は子会社・関連会社からの

受取配当金です。子会社・関連会社はそれぞれの利益に対して法人所得税を納め、その残りの利

益から配当金を支払います。このため、その受取配当金の大部分はソフトバンクグループでは課

税の対象外となっています。一方で、保有している株式を売却することで得られる一時益につい

ては、課税の対象となっています。

ソフトバンクグループ単体の営業収益の大半は関係会社からの受取配当金で、その大部分は 
非課税です

（億円）

2021年度 2022年度 2023年度 2024年度 2025年度
連結ベース 5,893 5,259 8,168 2,152 7,843

　 国内 5,512 4,697 7,170 1,316 6,995

ソフトバンクグループおよび
国内中間持株会社（100%子会社） 2,000 2,142 4,433 (461) 4,634

主にソフトバンク、LINEヤフー等の
国内事業会社 3,512 2,555 2,737 1,777 2,361

　 海外 381 562 998 836 848

（注）
1. 納税額と還付額の純額を記載しています。
2. 法人所得税の支払額（連結）は、連結キャッシュ・フロー計算書における「法人所得税の支払額」と「法人所得税の還付額」の純額に一致
します。

3. 2023年度のソフトバンクグループおよび国内中間持株会社の支払額4,433億円には中間納付1,180億円が含まれており、このうち
767億円は2024年7月末までに還付されました。

連結ベースの法人所得税の支払額（純額）

ソフトバンク・ビジョン・ファンドの投資事業に係る税金は日本をはじめとする関係各国の税制に 
従っています

（注）繰越欠損金がある場合、課税所得を一部減額可能

ソフトバンクグループ単体の税引前利益および法人所得税計算のイメージ図

企業会計における単体税引前利益の計算 課税所得と法人所得税の計算

株式
売却益等

費用／
損失

税引前
利益

税務調整

受取
配当金を
減算

法人
所得税課税所得 × 税率 ＝

受取
配当金等

二重課税
回避のため
大部分は非課税

サステナビリティ：ガバナンス

ソフトバンクグループの連結損益計算書はソフトバンクグループと子会社を一つのグループとし

て経営成績を表示したものであり、ソフトバンクグループの単体損益計算書はソフトバンクグルー

プ個社の経営成績を表示したものです。さらに、ソフトバンクグループの単体損益計算書の利益

はあくまで会計上の利益であり、法人所得税の計算の基となる利益（課税所得）とは異なります。

ソフトバンクグループは連結納税制度（グループ通算制度）を導入していません。

連結損益計算書の利益は、ソフトバンクグループ単体の納税額とは直接の結びつきはありません

当社グループの税務の特徴
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社外取締役メッセージ

グローバルな知見と深い実務理解で、意思決定の質を高める
その中で強く感じたソフトバンクグループ
のユニークな特徴は、孫さんが将来のテクノ
ロジーのトレンドをいち早く見抜く力を持って
いるだけでなく、そのトレンドの先頭に立つ
ために鍵となる企業や経営者との関係を築
き、さらに、その関係を軸として、新たな成長
基盤となる構造を自ら生み出そうとする点で
す。この特徴は、現在のAIへの取り組みに
も表れています。ソフトバンクグループは、AI 
モデルやAIチップ、AIインフラ、フィジカル
AIなど、AIにおける重要技術への投資を進
めています。こうした投資は、独立した案件
として有望な企業に出資し、その成長を待つ
ものではなく、AI時代の成長機会を複数の
領域からとらえ、シナジーによる将来の価値
創造につなげようとするものです。
このような潮流を踏まえ、取締役会におけ
る議論の重点も変わってきました。いま重要な
のは、個々の投資案件について、財務的な健
全性だけでなく、それがソフトバンクグループ
の戦略の方向性やエコシステムにどう適合し、
資産価値の長期的な向上につながるのかとい
う観点から検討することです。その上で、案件
ごとの条件やリスクについても議論を行います。
特に近年は、大規模な戦略的投資が増えてお
り、会社全体の大きな方向性の中で技術、人
材、パートナーシップをどのように組み込んで
いくかを考える必要があります。また、法律や
技術に関する論点も一層複雑化しています。

ソフトバンクグループとの関わりは、約30

年前にさかのぼります。最初は1990年代後
半のインターネット創成期で、最先端のビジ
ネスモデルを日本に展開するためソフトバン
クグループが米国大手インターネット企業と
の提携を幅広く進める中、私は外国法事務

ソフトバンクグループの取締役会は、ベン
チャー投資、企業経営、法律・ガバナンス、 
AIなど、会社にとって重要なバックグラウン
ドを持つ取締役で構成されており、意思決定
にあたっては、それぞれの知見を踏まえた意
見が交わされ、オープンで建設的な議論が
行われています。
また、取締役会において十分に適切な議
論が行われるための配慮がなされています。
ソフトバンクグループの動きは非常に速く、ま
た多くの技術領域にまたがる膨大な取り組み
があるため、取締役会に対してすべてを事前
に説明するのは容易ではありませんが、私自
身は非常によく説明を受けていると感じてい
ます。社外取締役を含めた取締役に対して
は、議案への理解を深めるため、取締役会に
先立ってミーティングが設けられており、わ
れわれは、投資対象や周辺の論点への理解
を深めた上で、取締役会での議論に臨むこと
ができています。さらに、取締役会後は、フラ
ンクな場で、孫さんから向こう3～6カ月程度
の間に想定される戦略上の機会や取り組み
についての説明を受けます。こうして、社外
取締役も会社の投資と執行における本質的
な機会、また必要に応じて課題について理解
をした上で、意思決定に臨めています。

弁護士として、ヤフー日本法人やイー・トレー
ド日本法人などの米国企業との数多くの合
弁事業の立ち上げに幅広く携わりました。そ
の後、ソフトバンクグループがアリババなど
のインターネット企業との関係を拡大しなが
ら投資領域をモバイルやAIへと広げる中、案
件はよりグローバルなものになっていきました。
私はさまざまな案件に関わりながら、ソフトバ
ンクグループの進化を間近で見てきました。

ケン・シーゲル  Kenneth A. Siegel

社外取締役

ソフトバンクグループの
進化を支えて

取締役会の運営と
ガバナンスの実効性

60ソフトバンクグループレポート 2026



企業情報成長を支える経営基盤CFOメッセージトップメッセージソフトバンクグループとは目次 成長アセット 財務セクション

社外取締役メッセージ

OpenAIへの投資については非常に大規
模なものですが、取締役会は強く支持してい
ます。ソフトバンクグループは、同社への投
資は単なる持分取得ではなく、AIエコシステ
ムの中で重要な関係を築く機会と捉えてお
り、一連の投資を通じて同社との関係性は非
常に多面的かつ深いものになっています。取
締役会としても、今後のAIの発展を考える
上でOpenAIは市場のリーダー的位置を占
める会社であり、この重要な局面で投資を通
じて同社との関係を維持し続けることが必
要だと判断しています。また、ソフトバンクグ
ループはこれまでは米国Yahoo!、アリババ、
Armなど多くの投資で成功を収めてきまし
たが、そのような投資先とも、市場における
位置付けなど、共通する特徴があると思いま
す。財務規律を維持できる道筋が示されて
いることを前提に、NAVの成長を実現する上
でOpenAIへの投資は会社の資源の適切な
使い方だと判断し、意思決定しています。
一方、局面や案件によって、特に慎重な議
論が行われる場合があります。そのような例
の一つが、2023年のArmの IPO前に行わ
れた、SVF1が保有する同社持分の取得を巡
る議論です。IPOに際し、同ファンドが保有
する持分を売り出し、グループとして希薄化
を受け入れる選択肢もある中、取締役会に
はソフトバンクグループが同ファンドの持分を
取得して IPO後もグループとしての持分を維
持する議案が提出されました。これに対し、
私を含む複数の取締役から、ソフトバンクグ
ループとしてArmに対し追加で投資を行う

そして、これらを常にソフトバンクグループ
の中長期的な目標達成に向けた、より大きな
文脈の中で捉える必要があります。例えば、
Ampereの買収においては、同社の中核とな
る技術陣を維持した上で、ソフトバンクグルー
プの半導体関連の取り組みと緊密に連携し
て開発が継続できるよう特別な配慮を行いま
したが、これはグループの価値創造を推進す
る上で不可欠なものでした。
孫さんが描くASIのビジョンは、AIモデルだ 

けでなく、AIチップ、AIインフラ、フィジカルAI
などの複数領域にまたがる壮大な構想ですが、
未知の部分も大きい分野です。成長機会を追
求する一方で、投資における規律を確保する
ことが重要です。ソフトバンクグループが取り
組む複雑な案件も、こうした考え方に基づい
て捉える必要があり、それが株主価値の長期
的な最大化に貢献するものと考えています。

私の選任について、所属する法律事務所と
ソフトバンクグループとの関係*を踏まえ、社
外取締役としての独立性について懸念を示
す見方があることは理解しています。一方、
ソフトバンクグループ特有のスピード感や事
業規模を踏まえると、案件を深く理解する人
間が取締役として関与することは、取締役会
における意思決定の実効性を高める側面が
あると考えています。私は、ソフトバンクグルー
プのグローバルな投資案件の多くに関与して

ことが本当に妥当なのか、単一アセットへの
コミットメントとして過大ではないかといった
意見が出ました。しかし議論を重ねた結果、
Armをソフトバンクグループの戦略の中核企
業として位置付ける方針の下、取得を行う意
思決定に至りました。その後Armは上場し、
非常に優れたパフォーマンスを示しているの
はご存じの通りです。また、持分を維持した
ことで、AI戦略の中核としてArmを活用し
ていく上での戦略的な選択肢も広がりました。
結果として、当時の判断は、戦略・財務の両
面において妥当だったと思います。

私が社外取締役に就任した2021年以降
は、ソフトバンクグループが、ソフトバンク・ビ
ジョン・ファンドを中心とした純投資から、戦
略的な投資へと軸足を移してきたフェーズで
した。私はこれまで、M&Aを専門とする弁
護士として数多くの複雑な案件に関わり、ス
トラクチャーの設計やリスクの検討を行い、
案件を確実な実行へとつなげてきました。取
締役会においても、そうした実務経験を踏ま
えて議論に参加しています。
特に、案件の条件やストラクチャーは、単

なる契約上の論点にとどまりません。なぜそ
のストラクチャーなのか、その条件によってど
のようなリスクが生じうるのか、またそれらの
条件がどのような機会や課題に対応しよう
としているのか、を理解することが重要です。

きた法律事務所の代表として、案件の背景
や論点を深く理解していると同時に、社外取
締役として、経営陣とは一定の距離を保ちな
がら、株主全体の利益と企業価値向上を重
視し、外部の視点から意見を述べることがで
きる立場にあります。これは、数多くの案件
に対する深い理解を背景に、経営陣との信頼
関係がしっかりと築かれているからこそ可能
なことでもあります。また私は、ほかの社外
取締役の求めに応じて、案件がどこまで進ん
でいるのか、どのような論点があるのか、な
どの点を個別に補足することもあり、取締役
会での議論の前提となる理解に貢献すること
もできていると思います。
ソフトバンクグループは、孫さんの卓越した
洞察力とスピード、そしてほかに類を見ない
グローバルなネットワークを原動力とする、世
界的に見ても稀有な会社です。このような強
みが最大限に発揮されることは、ステークホ
ルダーの皆様が期待していることでもあると
思います。取締役会は、ソフトバンクグルー
プが、この期待に応えながらも、適切かつ慎
重に経営されるよう、保守的な視点を持って
経営の監督を行っています。ソフトバンクグ
ループの社外取締役であることは簡単なこと
ではありませんが、この点において私自身も
大いに貢献していきたいと思っています。
*  ケン・シーゲル氏は、モリソン・フォースター外国法事務弁護士
事務所のマネージングパートナーおよびMorrison & Foerster 
LLPのBoard Director, Member of Executive Committee
を兼務しており、ソフトバンクグループは同法律事務所との間
に法務アドバイス業務等の取引があります。ソフトバンクグルー
プは、同法律事務所との間の取引の有無にかかわらず、同法律
事務所に対する今後の報酬額が未定であることから、独立役員
としての届出は行っていません。

複雑な案件を読み解き、
意思決定を支える

実態を深く理解し、
独立した視点で助言する
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コンプライアンス

当社は、法令順守にとどまらず、インテグ

リティー（誠実さ）へのコミットメントが事業の

基盤であるとの考えの下、すべての役職員が

日々の業務において高い倫理観を持って行

動できる組織づくりに取り組んでいます。

ソフトバンクグループは、当社すべての役

職員に適用される基準として「ソフトバンクグ

ループ行動規範」を制定しています。同規範

は、当社の役職員が倫理的な行動をとる上で

の手助けとなるように、腐敗防止や差別禁止、

守秘義務、利益相反、独占禁止法、マネーロ

ンダリング、インサイダー取引、労働環境、内

部通報などさまざまな分野における行動の基

準を豊富に取り入れています。

ソフトバンクグループは、2024年に行動規

範を改正し、「責任あるAI」に関する内容を

追加しました。これを踏まえ、前年度に引き続

き2025年度も行動規範研修において「責任

あるAI」を取り上げ、従業員への理解の浸透

および適切な利用の促進に取り組みました。

グループ・リスク・コンプライアンス委員会

（GRCC）は、ソフトバンクグループの取締役

と執行役員等で構成され、当社のリスクマネ

ジメントとコンプライアンス・プログラムの監

督を行っています。同委員会は、リスク評価、

リスク低減施策、コンプライアンス違反事案

の対応などのリスクマネジメントおよびコン

プライアンス・プログラムの活動の有効性を

測る重要な指標を評価しています。ソフトバ

ンクグループの取締役会は、コンプライアン

ス・プログラムの有効性について定期的に報

告を受け、評価・監督しています。

ソフトバンクグループの取締役会は、当社

のコンプライアンスの最高責任者であるグ 

ループ・コンプライアンス・オフィサー（GCO）

を任命しており、同様に子会社は、各社におけ 

るコンプライアンスの責任者であるチーフ・

コンプライアンス・オフィサー（CCO）を選任 

しています。GCOとCCOは、法令を順守し、

倫理的な行動を促進する体制を整備する役

割を担っており、コンプライアンスに関する重

大な違反やリスク、コンプライアンス・プログ

ラムの活動状況についてそれぞれの会社の

取締役会へ定期的に報告しています。

インテグリティーへのコミットメント

プログラムの監督
・ リーダーシップ
・ ガバナンス

研修と浸透
・ eラーニング
・ 対面研修
・ 定期的な情報発信

監視・監督・レビュー
・ ヘルプライン
・ 従業員サーベイ
・ 内部監査

基準と統制
・ 行動規範
・ グループ・ポリシー
・ 統制

リスク評価
・ グループ横断的評価
・ リスク低減策の監督

ソフトバンクグループの
コンプライアンス・プログラム構造

グループコンプライアンス体制図

グループコンプライアンス事務局

報告・相談

子会社従業員

子会社 チーフ・コンプライアンス・
オフィサー（CCO）

報告・相談

報告・相談

報告任命

監督 報告

連携
報告指示・助言・指導

ソフトバンクグループ取締役会

ソフトバンクグループ
グループ・リスク・コンプライアンス委員会（GRCC）

ソフトバンクグループ従業員

ソフトバンクグループ チーフ・
コンプライアンス・オフィサー（CCO）

報告・補助監督

報告監督

報告指示・助言・指導

グループ・コンプライアンス・オフィサー（GCO）

事業基盤としての
コンプライアンス

コンプライアンス・プログラムと
その監督

組織構造

行動規範とグループ・ポリシー
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当社では、取引先に求める倫理基準を明

確化するため、「サプライヤー行動規範」も制

定しています。

グループ・ポリシーは、リスクの高い分野に

おいて当社が順守すべき最低限の基準を定

めるもので、贈収賄、競争法、利益相反、イン

サイダー取引、経済制裁、情報セキュリティ、

プライバシー、人権、ブランド管理、コーポレー

ト・ガバナンス、環境、リスク管理、税務の分

野が含まれています。

ソフトバンクグループは、毎年すべての規

程の見直しを実施しており、必要に応じた改

定を行っています。今後も定期的な見直し、

改定を進めていきます。

当社は、役職員がリスク分野を認識し正し

い判断を行うために必要な情報を得られるよ

う、研修やコンプライアンスの浸透活動を行っ

ています。

2025年度は、毎年実施しているソフトバン

クグループ行動規範研修のほか贈収賄、利益

相反などコンプライアンス上のリスクが高い

領域の研修を役職員向けに行いました。また、

ソフトバンクグループでは、グローバルで研修

システムを導入しており、国内外の子会社に

対して、ソフトバンクグループ行動規範研修

に加え、各社ごとに異なるリスク分野に対応

ソフトバンクグループはコンプライアンスに

関するグローバルな相談窓口を設置し、当社

の役職員や取引先などの第三者から、当社

や当社役職員が関与するコンプライアンス違

反行為の通報や相談を受け付けています。こ

の通報や相談は、法令で許容される限り匿名

で行うことができます。

相談窓口の実効性確保に向け、2025年度

のソフトバンクグループ行動規範研修におい

て内部通報制度を主要項目の一つとして取

り上げ、相談窓口の利用方法に関する教育を

含め従業員に対する周知および理解促進を

図りました。また、同制度に関する説明を行う

アニメーション動画の配信も行いました。

2025年度も従業員から随時寄せられた通

報・相談に適切に対応しました。なお、各子会

社のCCOは各社に相談窓口を設置する義務

を負い、重大なコンプライアンス違反の事案

はGCOに報告されます。

また、ソフトバンクグループは、2025年度

も従業員へのコンプライアンス文化の浸透度

やコンプライアンス・プログラムの有効性を確

認するために役職員向けのサーベイを実施し、

その結果を基に2026年度以降のコンプライ

アンス・プログラムの改善を図っています。

した研修を提供しています。

コンプライアンス浸透活動の一例としては、

当社と国内外の主要子会社において「コンプ

ライアンス浸透月間」を毎年開催しています。

また、役職員が倫理的な行動を改めて学ぶ

契機となるように、実際の事件や身近な問題

を題材にしたコンプライアンスに関するアニ

メーション動画や漫画形式のコミュニケーショ

ンを定期的に配信しています。視覚的に印象

に残るコンテンツを用いることで、役職員が

興味を持って視聴し記憶に定着しやすいもの

になるように工夫しています。

ソフトバンクグループ行動規範の特設サイトのトップ画面

コンプライアンスに関するアニメーション動画

浸透月間2025のイントラトップ画像

「サプライヤー行動規範」の全文は当社ウェブサイトをご覧ください。

「ソフトバンクグループ行動規範」は当社ウェブサイトをご覧ください。

コンプライアンス

研修と浸透

監視、監査および評価
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リスクマネジメント

ソフトバンクグループでは、グループ全体の

リスク管理責任者として取締役会により任命

されたチーフ・リスク・オフィサー（CRO）の下、

リスク管理室が中心となり、各社・各部門と協

力しながらグループ全体のリスク管理に取り

組んでいます。

リスク管理の目的をグループ全体で共有

し、役職員やリスク管理責任者の基本的な

役割を明示するため、ソフトバンクグループは 

グループ全役職員に適用される「リスク管理

ポリシー」を制定し、リスク管理への積極的な

関与を促進しています。同ポリシーの下、ソフ

トバンクグループは「リスク管理規程」、グルー

プ各社は「グループ会社管理規程」に基づき、

リスク管理責任者を選任するとともに、事業

活動において発生する財務・非財務リスクの

網羅的な把握と、その対応策および対応状

況のモニタリング（四半期に1回以上）を行い 

ます。

リスク管理室は、各リスク管理責任者から

重要事項の報告を受けるとともに、規程の順

守状況を確認することで、グループ全体のリ

スク管理の有効性を確保しています。なお、

これらのポリシーおよび規程は定期的に見直

され、ソフトバンクグループの取締役会など

で承認されます。リスク管理室は、把握した

グループ全体にとっての重大なリスクとその

対応策を中心に、四半期ごとにソフトバンク

グループの取締役会およびグループ・リスク・ 

コンプライアンス委員会（GRCC）へそれぞれ

報告し、監督を受けています。GRCCは、ソフ

トバンクグループの取締役と執行役員等で 

構成され、当社のリスク管理とコンプライアン

ス・プログラムの監督を行っています。

リスク管理室では、グループ全体の持続的

成長を阻害する要因の排除・低減に向け、網

羅的に情報収集を行い、リスクの特定と対応

を通じて、リスク管理の強化に取り組んでい

ます。

持続的成長の阻害要因の排除・低減に向けて

■  リスクに関する情報収集

リスク管理室は、グループ全体において優

先的に対応すべきリスクを特定するため、財

務・非財務リスクに関連するさまざまな情報を

網羅的に収集しています。その手段として主

に次の取り組みを行っています。

▷  重要議案の事前確認

ソフトバンクグループでは、新規投資を含

む重要な意思決定を取締役会や投融資委員

会などで行う際、リスク管理室が議案内容の

事前確認を行い、必要に応じて関係部署と協

議するとともに、意思決定において考慮すべ

きリスクに関する情報が議案に反映されてい

ることを確認しています。

▷  ポートフォリオ分析

グループ全体の投資ポートフォリオを対象

に、全体像を可視化し、さまざまな観点から

定量・定性的な分析を行っています。例えば、

経済・金融政策、政治情勢などを含む外部環

境の変化がソフトバンクグループの財務指標

に与える影響や、特定の国・地域、業種などへ

の投資の集中度合いなどのモニタリングをし

ています。

▷  各社・各部門からのリスク情報収集

主要なグループ会社やソフトバンクグルー

プの各部門で把握している各種リスク情報を

網羅的に収集するとともに、リスクが顕在化

した際には速やかに報告を受けています。

任命・監督 報告

監督

監督

報告

報告

ソフトバンクグループ
グループ・リスク・コンプライアンス委員会（GRCC）

リスク管理体制図

管理・支援 報告・連携 管理・支援 報告・連携

チーフ・リスク・オフィサー（CRO）
 リスク管理室

ソフトバンクグループ取締役会

グループ各社ソフトバンクグループ各部門

リスク管理体制

リスク管理の取り組み
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2025年度は、OpenAIへの300億米ドルの追加出資をはじめ、AI関連事業への投資を数多く行いました。2026年度も、OpenAIへの300

億米ドルのさらなる追加出資をはじめ、さまざまなAI関連投資を予定しています。AIは、技術革新のスピードが速く、競争環境や規制の変化

も大きいことから、不確実性の高い投資領域だと認識しています。こうした特性を踏まえ、リスク管理室では、ソフトバンクグループの資金調達

リスクや市場環境の変動リスクを中心に分析・モニタリングを行うとともに、財務部門と連携しながらストレステストを実施し、LTVや手元流動

性の水準を継続的に確認しています。

資金面については、複数のシナリオを想定の上、資金調達が想定通りに進まない場合の影響や代替の調達手段などを確認し、考慮すべきリス

クを取締役会に報告しています。また、AI市場のトレンドや主要企業の動向についても国内外の関連チームと連携しながら、常にフォローしています。

加えて、ソフトバンク・ビジョン・ファンドについては、同ファンドのチームと密に連携し、OpenAIをはじめとする主要な投資先の最新の経営

状況や事業の進捗に関する情報共有を受けています。投資実行前だけでなく、実行後も定期的なモニタリングを実施し、変化が速く大きい環

境の中でも、タイムリーな状況把握に努めています。

複数の大型投資を進める中で、案件ごとのリスクにとどまらない、ポートフォリオ全体のバランスを意

識したリスクの管理を重視してきました。AI分野は変化が速く不確実性も高いため、個々の投資によ

る影響だけでなく、それらがソフトバンクグループ全体にどのような影響を与えるかという視点が重要

だと考えています。

この点を考慮した取り組みとしてリスク管理室では、新規投資だけでなく、資金調達などを含む重

要な意思決定について、取締役会や投融資委員会に付議される前に議案内容を確認しています。そ

の際、必要に応じて関係部署と協議し、意思決定において考慮すべきリスクが適切に議案へ反映さ

れているかを精査しています。さらに、議案承認後も、各投資案件や投資全体の進捗状況、関連する

資金調達の状況などを適宜確認しながら、関係部門と連携して継続的にモニタリングを行っています。

これらの取り組みを通じて、社内・グループ内における連携を一層強化しながら、さまざまな環境変

化に対応できるリスク管理の実現を目指しています。

■  リスクの特定と対応

リスク管理室は、前述の取り組みを通じて

収集した情報を基に、発生可能性や影響度な

どを踏まえ、リスクおよびその対応策を分析・

評価し、グループの持続的成長へ大きな影響

を与える重大リスクを特定しています。特定

された重大リスクについては、各リスクに関

係する部門やグループ会社と連携し、対応状

況を把握するとともに、対応策の有効性をモ

ニタリングしています。

このような取り組みを経て、重大リスクとそ

の対応状況については、四半期ごとに取締役

会およびGRCCに報告し、そこでの議論の結

果を踏まえてリスク管理の強化に努めていま

す。加えて、社外取締役などがグループ全体

のリスクを適切に把握した上で意思決定が行

えるよう、リスクに関する最新動向や関連情

報などについて個別に説明を行い、意見交換

する場を設けています。その際に得た意見を

今後の取り組みに生かすことで、さらなるリス

ク管理の向上に努めています。

2025年度はこれまでにない規模の大型投資を実施しました。どのようなリスクに着目して分析やモニタリングを行っていますか。

積極的なAI投資に伴う多面的なリスク管理
Q1

この1年を振り返って、リスク管理においてCROとして特に重視した点を教えてください。Q2

チーフ・リスク・オフィサー（CRO）メッセージ

リスクマネジメント

市村 清
CRO
リスク管理室長
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